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第 l 章緒論












今、重水素 (D) と三重水素 (T) による核融合反応を考える。自己点火条件を満足
する爆縮プラズマの状態は、イオン温度 Ti=5kcv、密度半径積 PR = 0.3 g I cm 2 である
[2J 。核融合点火に必要なレーザーエネルギ-E は、次式により与えられる。
19n 
謝辞 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 163 
業績目録 一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 164 
4 _ (pR)3 
η. Eip'n = -=-πーーす-Eh-bH3pLH 、、，ノーー唱EEA，，z‘、
ここに、 η はレーザーエネルギーから爆結プラズマへの結合効率、 Eh は核融合反応、が







ツトの半径圧縮率を A (= ROI R, R。は初期半径)、ターゲツト変形の振帽を 8R とす
ると(図 1 -1 参照)実効的な pR は、
内山
(1 -2) 
と示すことができる。噴出圧力 (p) とレーザー照射強度 (r) の関係は P 民 r213 であ
lV 
Eh= 0.58 GJ / 9 (5 keV) 
pR = 0.3 9 / cm2 
















ablation pressure e 
。レーザー照射強度の不均一性による埠縮コアの変形。図 1 ・ 1
5 4 3 2 。レーザー照射強度の不均一性は、燃料の非対称圧縮を引き起こす。
Laser irradiation nonuniformity [0/0] 
核融合点火に必要なレーザーエネルギーとレーザー照射不均一性の関係。
レーザーエネルギ-100 kJ で自己点火を達成するためには照射不均一性を 3% 未満に押えな
図 1 ・ 2
















究センターでは、ランダム位相板 (Random Phase Plate ; RPP) の導入を行なった [4J 。
RPP 照射法は、大口径ビームの位相面をランダムに小ピームに分割し、近視野領域で
発生した大きな位相と強度の不均一分布を補正して、遠視野領域で再び重ね合わせる















となる o pR = 0.3 g / cm2、 ~ = 0.58 GJ / g (5ke V) 、 p = 1000 x 固体密度、 η= 0.05 、 A=
25 を式(1 -4) に代入し、レーザー照射不均一性 õ1/1 をパラメータにして計算した Ei­
の結果を図 1 ・ 2 に示す。核融合点火に必要なレーザーエネルギーは不均一性ととも￡











力学的特性時間(数 10 ps 程度以下)より短いことが要求される。また、部分コヒーレ
ント光は干渉スペックルのみならず、回折による強度変調も低減することができ、核
融合用レーザーのような長距離伝播が必要とされるシステムに適していると言える。
既に提案された方式として、 1 S 1 (1nduced Spatial Incoherence) [6J 、 oF 0 ( Optical 
Fiber Oscillator) [7J 、 S S D (Beam Sm∞thing by Spec凶 Dispersion) [8J 、 Echelon­
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O ‘ 2 -1 はじめに
















られる。図 2 ・ 1 にその原理図を示す。初期ターゲツト半径を 500μm とし、収縮後 300
μm までレーザーを追従させるには、激光XII号の照射光学系において 0.13% の焦点移


























Absorption 35 一一→ 61 (%) 
Density 87 一→ 186 (g/cm3) 
pR 0.15 一→ 0.3 (g/cm2) 
Neutron 4X 1 0 13 一一→ 7X1014 
図 2 ・ 2 3 次元光線追跡を含んだ爆縮過程のシミュレーション結果。
入射レーザ一光は 4ω テーラードj て jレス 、流線図は上図が通常の集光条件、下図が動的集光を示す。
吸収率、圧縮密度、中性子発生数の改善が示されている。
itfJが必要である。この動的波面制御を行なった場合の 3 次元光線追跡を含む爆給過程













llf=fo-ft = 1.3mm 
llf/(fo-ft)= 0.13% 2 ・ 2 動的波面制御の原理
































2 ・ 3 -1 変調器の構成 。 1 
Normalized Radius 
図 2 ・ 3 に変調器の構成を示す。 13<P x17mm の平行平面円柱状の Z カット KD*P 単
結晶を用い、縦型位相変調方式を採用した。アパランシェトランジスタで構成される




述べる電界計算を行ない、電界分布の形状を決定した。計算結果を図 2 ・ 4 に示す。電
図 2 ・ 4 ラプラス方程式による電界分布の計算結果。
リング電極幅 1 .8 mm において電界分布の不均一性が 46% になった。


















13'X18 ここでは変調器設計に用いた電界計算法(差分法)について述べる [3J 。座標 (r ， z) 
で示される円柱座標系の 2 次元ラプラス方程式は次式で示される 。
?2<)> . 1 ê)中ê)2中ハ





図 2 ・ 3 試作変調器の構成図。
N おける格子点電位を求めることができる。以下に境界の処理方法について記述する。
O 
N 図 2 ・ 5 差分法の領域分割
(円柱座標 (r， z) 2 次元場)。
( 1 )回転軸上の境界処理
回転対称場では常に r= 0 (z 軸)が l つの境界になる。すなわち 4 点格子のうちの l
点が存在しない(図 2-5 の中 2 に相当する点)。また、式 (2 ・ 5) の右辺で ro= 0 である
ので差分式を変形する必要がある。 L' Hopital の定理によって式 (2 -4) の右辺第 2 項が
。 r。 r J込町立)] = (会Lo
(2 -6) 
イラ一級数に展開し、必要な精度に応じて所定の項までとって近似する。図 2-5 に示
す 2 次元場において考える。領域を間隔 h の等間隔格子で分割して、 0 点の周りの 4 点
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となる。 2 次元場ではラプラスの方程式 (2 -2) が成り立っていることから、 並 =0
dZ 
(2 -5) (2 -10) 









div(grad 中) = 0 (2 ・ 12)
を適用する。したがって ε が不連続に変化する界面(境界面)においてのみ適当な計
算処理を行なう。
界面上 i 点の差分式を得るには、 i 点を囲む領域にガウスの定理を適用して求める。
この方法は、
ん (-Dn)ds = Js (εgrad 中)nds=0 (2 -13) 
を計算することである。ここで( E grad 中 )n は微小面積 ds における外向き法線方向成
分を意味する。例えば、図 2-6 に示す 2 次元場(回転対称、場)で 1--8 の各領域の誘















図 2 ・ 6 差分法における
誘電体界面の処理。
である。電界の大きさを光学長方向に積分することにより電界分布の様子がわかる。
2 ・ 3 ・ 3 空間位相分布の計測
空間位相分布の計測はマッハツエンダー干渉計を用いた。干渉計中に変調器を導入
し電界供給時の干渉縞移動量を計測する。図 2-7 に光学配置図を示す。光源は、強制





(Avalanche translstor pulser) 
図 2 ・ 7 波面制御量の計測配置(マッハツエンダー干渉計)。
干渉結の暗部分にピンホールを設置し、電界供給時の干渉波面移動量を計測する。
13 
2 -4 -1 電気光学結晶の選択




られる。以上の条件を踏まえて考察した結果、 L山b03 ，MgO : LiNb03, LiTa03 などの酸
化物結晶が有望であることがわかった。これらの結品は変調器、偏向器 [5J 、メモリ
ー素子などに使用され、電気光学結品の代表的なものである。 3 つのサンプル結晶を用
いたレーザー損傷しきい値の測定結果を表 2 -1 に示す。照射レーザーは、単一横モー
ド Nd:YLF発振器(入= 1.053μm) の出射光をパルス幅 1 ns の条件で使用した。この結
果から高出力ガラスレーザーに導入できる可能性のあるのは MgO:LiNb03 であること
がわかる(レーザーシステムの典型的な平均強度は約 2GW / cm2 ) 。しかし、この種













• Calculated Curve 
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ωυaMTDv-











による電位分布を V(r) として式 (2 -1) で計算した結果である。この計算において
KD*P の比誘電率は 50 とした。位相遅れ量が半径方向に分布しており、原理実証が達
成できた。計算結果と実験結果が完全に一致しない原因として考えられることは、電




表 2 ・ 1 電気光学結晶のレーザー損傷しきい値測定結果







しiNb0 3 0.6 
MgO:しiNbO J 4.8 
LiTa03 1.6 
2 ・ 4 激光XII号レーザーシステム導入のための検討
14 15 
MgO:L山b03 は現在 80<Þ x 60 mm 程度の大きさのものが育成可能である。 75ゆ、厚さ
10mm のサンプルを用いた透過波面収差を図 2 -10 に示す。空間 10mm 程度なら光学
的に均一なものが得られる。十一一一一 --f - 一一一一 本 一一一一 -j一一布
変調方式と波面制御量
変調方式は供給電圧をできるだけ小さくするために横型変調方式を採用する 。
場合、結晶は 1 次元レンズとして動作する。横型変調時に得ら れる光学的位相差 r は、
異常光線屈折率を nc、電気光学定数を r33、レーザー伝播方向の結晶長を L、入射ピー



















109 108 107 106 
となる [2J 。結品の縦横比 (L/D) を大きく取ることにより、大きな波面制御量が得
られる 。 L/D は結晶育成が可能な大きさとその光学的均一性の良否で制限さ れる 。 D =
10 mm, L = 50 mm が現段階で達成可能であると考えられる [8J 。また、図 2 -11 にお
いて波面制御量を偏向角 L\ 8 で定義すると、式 (2 ・ 16) は、
Incident Power [W Icm2J 
高強度領域における光誘起屈折率変化の計測結果。
ピンホール透過光相対強度の入力強度依存性が観測できないことから
図 2 ・ 9
光誘起屈折率変化は生じていないと考えられる。
(2 -17) 









図 2 ・ 11yLx 10t 75φ 
MgO ・ LiNb03 の透過波面歪み計測結果。
空間 10 mm 程度なら光学的に均一な結品を得ることができる 。




初期集光条件を追従したとする。激光XII号ガラスレーザーの集光レンズは f= 10∞ mm 
であるので ð8 = 200μrad が必要となる。
2-4-3 高速応答性の評価
結晶の高速応答性は、電極を電気回路的に静電容量として扱う集中定数動作で評価
する。電極容量 C と負荷抵抗 R の時定数により周波数帯域幅 ðf が決まる。変調周波数
が高くなるとインピーダンスが低下し、電極関の電圧が減少する。電圧(変調度)が
直流値の 1 /イ2 に低下する周波数で帯域幅を定義すると、
Af=-L=J 
πRCπnmk Co RL (2 -18) 
と示される。但し、 C= nm 2 Co L であり、 L は電極長、 c。は電極が自由空間に置かれ
た場合の単位長さ当りの静電容量、また n は変調波に対する実効屈折率でプレーナ構
打1
造では、基板の誘電率 Er との問に nm = {(Er+ 1)/2 }1/2 の関係がある o MgO:LiNb03 で
は nm = 4.2 となる [9J 0 L = 50 mm、 R=50n、結晶の大きさを 10 x 50 mm2、電極は
平行平板と仮定すると、式 (2-18) から 6f= 0.29 GHz が得られる。この値はパルス立
ち上がり時間 1.1 ns に相当しターゲット爆結速度 (2 ~ 3 ns) に比べて十分な応答速度
をもっ。実際には不均一電界を供給するためにテーパー型電極(次項で述べる)を用




図 2 ・ 12 MgO : LiNb03 による変調器の構成。
z 軸に不均一電界を供給するためにテーパー型の電極を使用する。電極は表裏とも同型である。
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2-4 司 4 電界分布形状とシステム導入の検討
空間的に不均ーな電界を供給するためには、電気力線が放物線を描くような電極を
配置するのが望ましい。各種形状を検討の結果、電極形状としてテーパー型を用いる
ことに決定した。図 2 -12 のようなテーパー型電極[10J を用いたときの電界分布を 2
次元ラプラス方程式によって計算した o MgO:LiNb03 は x 方向 28mm 、 z 方向 10mm 、 y
方向(レーザ一光の進行方向)は 50mm である (L/D=5) 0 y 方向光学長の等電界面
図を図 2 -13 に示す。等電界面が放物線状になるなら、その l 次微分は等間隔に直線が




図 2 -13 Y 方向光学長の等電界面図。
L 10mm _1 
図 2 -14 等電界面図の x 方向 1 次微分結果。
結晶中央部の等間隔直線部分が良好なレンズ動作をする。ビーム径 10 mm での動作が可能である。
19 
次に、要求される供給電界の大きさについて考える。式 (2 -17) より、必要とされる
6 e =200μrad に対する供給電圧 V の値を算出すると V = 37.5 kV となる。但し、 ne=
2.20、 r"，，，， = 30.8 x 10・ 12 、 L/D= 5 を用いた。このような高電圧パルサーの製作は技術3 
的に極めて困難である。結晶を 5 個直列につなぎ合わせることにより V = 7.5 kV とな
り実現可能な領域に入る。
激光XII号の最終段ピーム径は 320mm で、このような大きさの MgO:LiNω3 結晶の
製作は不可能に近い。レーザーシステムのビーム伝播方法は、空間フィルターによる
像転送 [11]を用いているので、初期像点に変調器を導入することにより偏向ビーム
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-熱伝導時に、波数 k の不均一性は両領域聞の距離lØR により exp (-k企 R) で緩和され
る (thermal smoothing) とする。さらに噴出圧力の分布はこの緩和された温度分布に等
しいとする。
今、 N 本のピームが半径 R のターゲットを対称、に照射しているとする。 k 番目のピ








21 + 1 E k (αk)=WKZ-E-Et Pt(cosαk) 
~3 -2) 
となる。ここで Wk は k 番目のエネルギーの相対強度、 P1 (cosαk )はLegendre 球関数
である。全ピームのエネルギーは~の和 (k = 1 -.N) で示され、
21+ 1 
E(r) =エ-τ---=-E 1 ヱWk Pl (r,Qk) 
1 L k (3 -3) 
となる。照射不均一性はこの分布を平均照射エネルギーで規格化した分散で評価する。
(3 -4) 
















































叶言| (3 -8) 
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={l夜+1) /R (3 -10) 
である。ここに ~R/R は山nnal sm∞thing factor と呼ばれシミュレーションによりレー
ザ一波長 1.053 ， 0.53 , 0.35μm に対してそれぞれ 0.1 ， 0.05 , 0.01 程度であることが知ら
[lJ 。 100 10 0.0011 れている
N 
可能である。 1 ピームの集光条件としては集光ピーム周辺部が球面に接する時 (d/R= 
・2F，ここで d はターゲット中心からレンズ焦点までの距離、 R はターゲット半径、 F は
レンズの F 数である)の均一性が比較的高くなる。この理由は、隣接ピーム間の重な
りによる強度分布変化の影響が少ないことにある。図 3 ・ 1 に照射不均一性のピーム数
依存性を示す。照射系はピームの占有立体角を 5% とし、 24 ピームのときのビーム口
径が 50cm になるようにした。集光レンズ前のピーム空間分布は矩形型で d/ R = -2F の
条件である。また完全なパワーバランスを仮定している。 σth は thennal smoothing を考






Number 01 Beam 
照射均一性向上の基本概念

















均一照射を達成するには、ピームの対称配置が望ましい。正多面体は N = 4, 6, 8, 12, 
20, 32 がある。それ以上については球而上の電荷分布法などにより近似的な対称、配置が
3 -3 -1 
25 24 
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図 3 ・ 2 レンズアレーによるにビーム分割照射。
近視野領減で用いるためエネルギー損失が少ない利点があるが、
レンズ接合部の回折効果が強度変調を生じさせる。







法(ソフトアパチヤ[などY を併用した回折効果の抑制が進められている [5J 。
分割したピームレットを遠視野領域で重ね合わせる画期的な手法がある。レーザー
パターンが高次モード成分をもたない場合、遠視野像はスムーズな sinc 関数型となる。
これは、ランダム位相板 (RPP) [6J を用いることにより達成可能である。 (RPP に





ヒーレンスの緩和による干渉スペ ッ クルfll;: :ì1tの抑制 に推移している。
3 -3 ・ 3 集光強度包絡線の制御





る。また 、 対称 N ピーム照射システムの球面モード展開では l = π N 1β /2 が不均一
町1
性に最大寄与する [ l J 。大阪大学レーザー核融合研究センターの激光XII号ガラスレ
ーザーシス テ ム [7J は対称 1 2 ピーム照射を採用しているため f ニ 6 となる。いずれ
口1
にしても低次モー ド不均一性の抑制が主要な問題となる。包絡線制御により、近接ビ
ー ム 同志の重なり に よ る強度分布変化の影響を滅ずること が可能である。
以下に激光XII号シス テ ム の照射を想定 した RPP による包絡線制御について述べる。
激光XII号は最終ピー ム径 D = 320 mm 、 集光 レ ン ズの焦点距離 f= 1∞8mm である。こ
れに対して RPP の 1 セ ルの大きさは d=2mm とピー ム径に比べて非常に小さい。セル
大きさ に対するス ポ ット サイズ WR ( = 2fﾀ / d ) は約 5 30μm、レイリ ー長 ( = F2入 /π ) は
約 85 mm であ る 。つまり、各ピームレッ ト の集光パターンはレイリ一長内ではセル関
口 によ って決まる遠視野像と な る。四角形のセ ルの場合の強度分布は sinc 関数の 2 来
と な る (3 -4 ・ 2 項参照)。集光位置をレイリ 一長内で変化させると、各セルから の遠
視野像が光軸中心から ずれて重な り合うことになりビーム全体の強度包絡線は変化す
る [8J ( 図 3 -3 参照)。各セルから の光線が干渉効果を持たないと仮定したと きの球
面モ ー ド展開図を図 3-4 に示す。 この図は ターゲット径 500μm に対して d/R =- l (集
光面) (a) と d/ R = -5 (b) の位置を比較のため示してい る o d/ R =うの位置の不均一性
Rayleigh length (Gekko XII) 
whole beam (3μm) through 
RPP (85mm) 
. quasi-far field pattern through 






















V~ι~ Focusing spot 
\ 'l'.ふFl~ 1¥/1 ot unlt element 
刈ドp""ぜ ν (sinc tunctlon) 
265 0 265 
Radial position [μm] 
図 3 - 3 レ ーザー集光条件可変による集光強度包絡線の制御。
RPP を用い、分割されたビームレ ッ ト の相聞が無い と仮定している。
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コc o z 
σ=16.7 (%) 激光XII号で現在使用されている RPP の構造を図 3 ・ 5 に示す。 RPP 基板は、直径
380mm、厚さ 15 mm の BK-7 ガラスである。位相差が π のセルがランダムに配置され
た 2 次元配列で構成され、レーザ一入射面に Si02 によるランダム位相コーテイング、
出射面に無反射コーテイングが施されている。 1 つのセルの大きさは 2mm で、形状は
正方形である。レーザー損傷しきい値は波長 0.53μm、パルス幅 1 ns において、ラン
ダム位相コーテイング面で 2.5 .. 3.0 J / cm2 である。セルの位相遅れ量ゅはセルの厚さ
t と Si02 の屈折率 n で決まり、次式で表される。
(a) 








λ[t(n-l)] (3 -11) 
o l.nl. 
o 12 24 36 48 60 72 84 96 108 120 








図 3 ・ 4 異なる包絡線形状におけるレーザー照射不均一性の計算結果。
(b) 図の場合では σ= 0 .90/0 が達成され、低次モードの不均一性も大きく減少した。




















ヘSi02 coating RP coating 
図 3 ・ 5 ランダム位相板の構造図および顕微鏡写真。
1 セルの大きさは 2mm であり、レーザ一入射面にランダム位相コーティング、
出射面に無反射コーティングを施す。
ト 4-2 遠視野像
RPP を通過したレーザ一光の 1，~点而上での振何分布は、 Fraunhofer 近似式を使って次
式により与えられる。
一 1 _ ik{x2+y2)/2f} U (x ,y) =-:-:=--:- e l¥ . I J 
., , i 入 f




ここで入、 f、 k はそれぞれ波長、レンズの焦点距離、波数である o u(xO' YO) は RPP に
入射するピームの複素振幅であり、 g(xo ' YO) は RPP のセル形状に依存する関数である。
正方形セルのときは、
ぶxo 昨日(x~ )口(Y~) 
(3 -13) 










口 I xl 寸
lx|>i 
(3 -14) 
焦点面上の強度分布は式 (3 ・ 12) ， (3 -13) から求めることができる。 RPP のセル大きさ
が入射ビームの径に比べて非常に小さいとすると、複素振幅分布 u(xo ' YO) は RPP 各セ
jレの中では一定であると仮定できる。 u(xO ' Yo) を
u(xo , YO) = (3 ・ 15)
と置くと、複素振幅の解析解は
U (M =:走i会かか7γ戸内C以閃刈X勾P
×ヰヱ ulm 口pl-i2rc(ω+ 刊+九11
l m ~ (3 ・ 16)
となる。ここで ulm、らm はそれぞれ fm 番目のセルに入射するピームの振幅と位相で
ある。また、 sinc(x) = sin (πx) / rcx , C = x /入f、(， = Y /入f であり、 (a ， b) は RPP セ jレのx y 
中心座様である。従って、強度分布は sinc 関数の 2 釆で与えられる。入f/d によって制
30 
1.0 








限される 0 次回折成分には、全レーザーエネルギーの 83% が含まれる。各セルからの







爆結実験に多く用いられるのは、ターゲツト直径 500μm に対して d/ R =-5 である。
この集光条件での激光XII号システムにおける照射均一性のシミュレーション結果を図
3-7 に示す[10J 。レーザー集光パターンは 2 次元回折伝播コードを用いて計算し、
波長はガラスレーザーの 2 倍高調波 (0.53μm) である。 (a) は RPP を挿入していない
場合で、 12 ビーム照射系特有の 6 次のモードとその整数倍のモードによって不均一性
が決定されている。モード分布の 0rms は 25.8% であり、 thennal smoothing を考慮して
も 13 .2% である。 (b) は RPP を挿入した場合で集光強度分布を Fresnel 近似式を用いて
計算した。全体的に低次モードの不均一性が減少し、逆に高次モードの不均一性が増
加している。これは RPP の本質的な特性で近視野領域の強度分布緩和と干渉スペック
ル構造の発生を示す。 σrms は 25.4%であるが、 thennal smoothing を考慮すると 3.5% と




ーザ一光のコヒーレンス制御に委ね ら れる 。
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けを 与えることにより 得 られるビー ム との問に、どれだけ干渉効果を も つ か とい う こ





(b) with Randol1 Phasc Platc 







マイケルソン干渉計では、図 3 -8 に示すように異なる経路を通る 2 つの光束をスク リ
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】。
Focus Conclition dlR=・ 5
(a) Normal Bcam Pattcrn 
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σ山= 1 3.2 % 
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(a) レーザ一光の場合 (b) レーザ一光にランダム位相板を用いた場合のまま面モード展開図。
ランダム位相板を用いることにより低次モードの不均一性が大きく減少することがわかる。
図 3 ・ 7
σth は thermal smoothing を考慮した場合を示す。
fixed mirror : M1 





















3 -5 -1 
マイケルソン干渉計による時間コヒーレンスの計測。
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図 3 ・ 8
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縞が観測できるはずである 。 これに対し、光束の波速が短く、光路差 2f1!. より短い場
合は 2 つの波連がスクリーン上に到達する時刻の違いが生じて重ならない。また波長




















矩形型スペクト lレ分布をフーリエ変換してコヒーレンス関数を求め、それを式 (3 ・ 17)
に代入して積分を実行すると、結果はスペクトル半値全幅をt1v として次のようになる c










図 3 -9 ヤングの干渉実験による空間コヒーレンスの計測。
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( 2 )空間コヒーレンス
光束が広がらずに直進 し、レンズで集光した場合も拡散 した場合 も 波面が秩序性を
もっ光を空間コヒーレンスの良い光という。これは、発光面や光束中の空間的に異な
る 2 点においての場所的な位相関係に相関があるということである 。
空間コヒーレンスについて説明したり、その程度を調べるのにヤングの干渉実験が




度を判定することが可能となる 。 可視度は点 P 1 ， P2 問における光束で発生した干渉縞







で与えられる。もちろんレーザ一光の場合は |μ12 1:;: 1 となる。
( 3 )準単色光の干渉




t1v<< v (3 -20) 
および
(r2 +勺，)- (r1+ r1') --. 、、 ‘ C




図 3 -9 におけるヤングの実験を数学的に記述する。光源からの光束は点 P 1 、 P2 を辺
り、 Q に達し互いに干渉する 。 それぞれの位置でのむ界を E1 = E(x 1 ) 、 E2= E(x2)、~=
E(x3) とする。伝掃囚子を無視すると点 Q における光強度は、
35 
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1(x3) =< IEl12 > + < IE212 > +2Re < E戸2 > (3・ 22)
となる。ここで、<>は時間平均を意味する。もし 2 つの光が観測点まで伝播するのに、
時間 τ を要するとすれば、上式の右辺第 3 項は、
r12 (τ)= 了(xl ， x2;τ)= く E 1*E2 > 
=< E (x1 , t)E(x2 , t+1) > (3 -23) 
で表される。ここに、 r 12(τ) は相互コヒーレンス関数または相互相関関数という。ま
た、式 (3 ・ 23) は規格化して
1/2 "112 (τ)= 了12 (τ )/ (1 1 12) (3 -24) 
で表記される o "1 12(1) は相互コヒーレンス度と呼ばれる。"1 12(1) の位相を cos 中 12 とす
ると、
1(x3) = 1 + 12 + 2(I1 1 2 )門"1 12(1)1 問中12 (3 -25) 
となる。これは定常的な準単色光に対する一般的な干渉を表す式である。 1 "1 12(τ) I = 1 
であれば 2 つの光は完全にコヒーレントとなる。 1 "1 12 (τ) 1=0 ならばインコヒーレント、















る。また、 1 1 = 12 であれば、
|μ 121 = 1"12(1)1 
1 J 121 = 1 r2 (τ)1 (3 -27) 
となり、式 (3 -26) は非常に簡単化されたものになる。ここで、 J 12 は相互強度と!呼ば
36 
れる。式 (3-20， 21) の範囲内では、波動場内の 2 点 P1' P2 における振動の相関は、
"1 12(τ) よりもむしろ μ12、すなわち時間差 τ には依存しない因子を用いてよい [14J 。
従って、時間平均強度干渉の基礎式を書き直すと、
I(X3)=Il +12+2(IlI2)1/2Ml2lcosO12 (3 -28) 
と表現できる。









1'12 (&, ?) =一∞よ J
J1(ζη)dSdη 
(3 -29) 




た、絶対値は、式 (3 -26) で示したヤングの干渉実験で得られる干渉縞の可視度と等価
である。光源を一様強度分布の円形インコヒーレント光源として扱い、それが観測面
に対して遠視野領域に置かれている場合、式 (3 -29) の積分結果は次式に示すように
Besinc 関数となる。
2J1(u) 1'12 (ðx , ?) =ー」一一
(3 -30) 
ここに、 J 1 は第 1 砲 1 次ベツセル関数であり、 u は観測面上の 2 点 I1 U の間隔を s=
37 
{(i1X)2 + (i1y)2} 1β、光源の直径を Dp として、
2πDo_ 
u = 一一ー一-δ
入 2z (3 ・ 31)
で与えられる。 Besinc 関数の特性において、式 (3 ・ 30) は u=o から単調に減少して u=
3.83 で一旦ゼロに達する。従って間隔 S が、
s= 竺竺主















ここで f は出射レンズの焦点距離、 d は集光スポット径、 D は出射レンズ透過後のピw _.--- _. w 
ーム径である。α はピームの発散角が回折限界の α 倍であることを示している (α 1DL:
以下から発散角の単位を IDL とする、 TDL は times diffraction limited の略である)。 α
の大きさは、伝播系に設置 された光学素子の有効関口径で制限される。今、 z=f と置
くと式 (3 -32) から、インコヒーレントになる間隔の大きさを α を用いて S=DW / α と
表すことができる。これは、ビーム発散角からコヒーレンス領域が求められることを
示している 。 従って、コヒーレンス領域 (Ac =S2π/4) とピーム全体の面積(~=
DW2π/4) の比は α を用いて次式で示される 。
A74w= 九2
(3 -34) 




激光XII号ガラスレーザー シス テ ムの伝播許容発散角は 、 空間フィ lレター出力レンズ
の関口径で制限され、 最大 32TDL と な る。従って、伝掲可能な コヒー レ ンス領域は全
ピーム領域の 1/1024 である。
3 ・ 5 -3 干渉縞の平滑化





れた特性を発慢することである。周波数 ωi、波数ベクトル ki、初期位相中 i、偏光ベク
ト jレ Pi として l つの光束の電界を
Ui (町) = Pi .EiCOS(ωi t -ki ・ r+ 中 i) (3 ・ 35)
と定義すると、 2 つの光束が干渉してできる強度は、
I(r, t) = E12 + E22 + (Pl • P2)μ以t)
COs[(ω1 一 ω2 )t ー (kl -k2 ) ・ r+(中 1 -<h)] (3 -36) 
となる。ここで r は位置ベクトルである。右辺第 3 項が干渉項を示し、幾つかの制御
可能な要素からなっている 。 先ず、 (p 1 ・ P2) は偏光の効果を表しており各々の偏光が直
交するとベクトル内積がゼロになるため干渉が生じず、独立のピーム束 (μ12 = 0) と
して扱うことができる。次に 2 つの周波数が等しければ時間に依存する項が無くなる
ので干渉縞が空間的に固定されるが、周波数が違えばピート周期( 1ω1ω21 / 2π) で波
数ベク ト ルの差方向 (i1 k = k 2 ・ k 1) に移動する。干渉縞のフリンジ間隔(i1d) は光束




k1sine+k2sine 2sine (3 ・ 37)
初期位相差は干渉紡の平行移動茸を決めており、移動速度 V は 2 光束の周波数差で決
定され、
39 
V = ?? (3 -38) 












る。今、図 3 -10 に示す光学配置を考える。準単色光部分コヒーレント光源は、レンズ
f1 を通り睦に達し、 2 枚目のレンズらで観測面に集光される。光源面、瞳面、観測面
は、それぞれレンズの共役点に置かれているとする。観測面強度は、 Hopkins の公式
[ 17J により、
Ii(u,v)=I l jjj jk(Ul ， vl; と 1 ，T1) 
一 'r (;1 ， η1 ;;2 ， η2) ー∞
. k *(u2 ， v2; と2 ， η2)
.y(óと，，1η) dS 1 dS2dηldη2 (3 -39) 
で与えられる。ここで、 y は相互コヒーレンス度、 k は振何スプレッド関数(透過関数)




































となる。今、臨に RPP を世くことを考える。従って、振何スプレッド関数は sinc 関数
となる。 y が 1 (コヒーレント)とすると観測国強度は RPP により位相関係がランダ
40 
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統計的な性質の中で最も重要なのは、像の中の 1 点で観測される強度 Ii の確率密度分
布関数である。これは、スペックルの問題が古典的なランダムウオークの問題[18J 
とよく似ていることに着目することにより得られる。 RPP からの個々の散乱成分の波
の位相が近似的に(-π ， π) の問に一様分布するものとすると、観測面の 1 点で波動場
のどのような直線偏光成分の l つを取ってみても、それは円形複素ガウス確率変数と
なっている(中心極限定理 [19 J による)。従って、観測面強度の確率密度関数は






















と表記できる。ここで <Ii> は平均強度である。この式で表されるスペック lレパターン
は、ゼロ強度の存在硲率が大きく“完全に発達したスペックルパターン" (Fully 
Develo戸d Speck1e pattem : FDS) と呼ばれる o y が l より低下すると式 (3 -41) の分布は
変化する。それは、観測而のある 1 点で、波観j のコヒーレントな加す1 とインコヒーレ
ントな加算を行なう必要が生じることに起因する。式 (3 -41) を強度のインコヒーレン
41 



























































3.0 2.0 1.0 
。
Intensity / Average intensity 
明r = Ii1 + Ii2 + Ii3 +・・・ I岱~-1 + IiN 
スペック jレパターンのインコヒーレント加算による強度の確率密度分布変化。図 3 -11 
(3 -42) 
インコヒーレント加算回数の増加により、平均強度の周りに集まった鋭い確率密度分布をここで、 IiJ(j=1~N) は各スペックルパターンの強度である。式 (3 -42) の積となる。
分を解くと、 有するようになり、強度分布の分散が小さくなる。
広，exp [一品]川) = [土]
(3 -46) 
Ac は前述のコヒーレンス領域を示す。式 (3 -44) を書き直すと
の定義により、の式の解はL. Mandel [13J 





となる。ここに、 N はインコヒーレント加算の回数で、 <W>=N<Ii> である。図 3 -
11 に式 (3 -の)を用いて計算した確率密度分布を示す。 N が大きくなるにつれて平均値
の周りに集まった鋭い分布を有するようになり、平均強度で規格化した標準偏差 (σ)
は減少する。 σ は、
σ仲JE (3 -47) J( Wー <W>)2. PN (W)dW





とと等価であるため導入した。式 (3 -47) は、 l ピームパターンの不均一性改善の限界
値が RPP 上におけるコヒーレンス領域で決定されることを示す。 i放光XII号の場合は、
32TDL が許容発散角であるので、 σ(∞) = (l / 1024) 1β :::3% となる。改善可能な不均一
性がゼロまで落ちきらないJW由は、 RPP のセ lレ大きさに比べてコヒーレンス領域が大
きいことにある。激光XII号の最終ピーム径は 320 mm であり 32TDL 光のコヒーレンス
が得られる。(3 ・ 44)
と求められる。 N は部分コヒーレント光の RPP 上における相互コヒーレンス度に依存
する。コヒーレンス度は式 (3 ・ 19) のように示されるので、式(3 -44) との関係から、
N-ド一斗1 _ τ÷山_!_JωA山y(仏此&
"w RPP のセル大きさは 2mm であるので、実質的に
Sx5 のセルがコヒーレンス飢域の rj J に存在する、すなわち、 5xS のセルがコヒーレン




'-AW は RPP 上のビーム面積である。、.、. -ず2ム'-'- 1...、
42 
[21 , 22J 。のように表すことができる
さいために低次のフリン ジをもち、全体の集光パターン内に残留する。この構造が改
善可能な不均一性を制限する理由である。







式 (3 ・ 41) と同様に負指数分布となる。広帯域光のピーム強度分布を時間間隔 t -tav / 2 



















ここで添字 T は時間領域を示す。 NT は時間コヒーレンス度を YT(t 1 ， ~)として、
NT-1=チhIYT(tl ， t2)1 2 dt向
‘ av (3 -49) 
で与えられる。式 (3 -17) から、 NT=tav/tc が得られる。従って、標準偏差 σT は、
σT(hv)= 「L
"\j! 可 T (3 -50) 
となる。この式は、コヒーレンス時間ごとにスペックルパターンを椛成する複素振幅
の相関関係が無くなり、観測時間を長くとることによって平滑化が進んでいくことを
示す。従って、 3% の不均一性を得るには 1000x tc が必要となる。流体力学的特性時間
を 100 ps としても、 tc=0.1ps(スペクトル何 :6入- 37 nm ， 6入=入26V / c) となり、







し た独立なピー ム パ ターン数 NS とし時間コヒーレンスと独立な現象と仮定して、式 (3







この式は、部分コヒ ー レント光に よるスペックル平滑化の基本的な特性を表し、コヒ
ーレンス時間が短いほど速く均一化され、かつ、瞬間々々に多数の独立なビーム束を
重ね合わせる こ とができれば、 さらに均一化が進むことを示す。式 (3 - 51) の特性は観
測時間の増加とともに式 (3 ・ 47) で示 した限界値に向かつて漸近す る こと に なる。 NS
の値を 20 倍程度以上にすることにより、プラズマの流体力学的特性時間内に所定の均
一性を得ることが可能となる 。
3 -5 -6 波長角度分散
3 -5 -3 項で示したように、 干渉縞 を 時間的に平滑化するためには異なる波長の光を
異なる角度で入射集光することが効果的である。これは、波長角度分散光を用いるこ
とで可能となる [24J 。図 3 -12 (c) に波長角度分散光によるターゲット照射のイラス
トを示す。広帯域光のスペクトルを回折格子などの分散素子を使い空間的 に l 次元分
布させる。 RPP を透過させると集光点では異なる波長で発生したスペックルパターン




クルパターンを横ずらしして重ねたことに対応し、 実質的に光波のコヒ ー レンス領域
を縮小したことと 等価になると考えることができる。 (b) 図は波長角度分散しない場合
を示している。 3 ・ 5-4 項の議論のとおり、 RPP 上の残留コヒーレンスに起因した強度
変調構造が残る 。 (a) 図はレーザ一光の場合を示す。この場合、集光パタ ー ンは本質的
に空間、時間的変化が生 じない 。
以下に波長角度分散によ っ て改普可能な不均一性の限界を考える 。 1 次元の波長角度
分散で縮小されたコヒーレ ンス領域は、近似的に次式で与-えることがで き る 。








図 3 ・ 12 ターゲット照射法の概念図。
(a) コヒーレントなレーザ一光にランダム位相板を用いた場合、 (b) 部分コヒーレント光
にランダム位相板を用いた場合、 (c) 波長角度分散した部分コヒーレント光にランダム
位相板を用いた場合をそれぞれ示す。
ここに、 dc入および dc はそれぞれ波長分散方向、その垂直な方向の空間的にコヒーレ
ントな帽をしめす。これらは、波長角度分散による平滑化と元々のコヒーレンス領域
によるものが独立に寄与するとして次式で示される。
d-DW J D C入 - ~(J.2 (1 + α入)'vτ (3 -53) 
また、 α入は波長角度分散による実効的な禿散角の量(単位百L) を示し、中一川
(3 -54) 
と表記できる。ここで、 d8 / d入は波長の分散角度を示す。波長角度分散光の l ビーム
パターンにおける達成可能な σ は、
ぃJ妄 (3 -55) 
で与えられる。 α入は空間発散角と同様に最大値 32 となるので、式 (3 -52 --55) から
波長角度分散した 32TDL発散光の達成可能な不均一性は σ;::: 1 .4%となる。許容発散
角によって決まるコヒーレンス領域が RPP の l セルよりも大きいレーザーシステムで
は波長角度分散による低次モードの平滑化が有効である。また、上記議論からも明ら
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第 4 章 部分コヒーレント光の発生
4 -1 はじめに
第 3 章で述べたように、 RPP を用いた場合に発生する干渉スペックルは、レーザ一
光の部分コヒーレント化により平滑化することができる。この研究の重要性に従い、
世界中で数々のコヒーレンス制御手法が報告されている [1 - 5J 。核融合 レーザーシ
ステムにおける部分コヒーレント光の発生技術とその特長比較を表 4 -1 に示す。各種
の位相変換、ビーム分割技術を幅広く取り入れている。こ の中で んnplified Spontaneous 
Emission [4, 5 J は光発生過程で縦、横モードを制限する要素がないので本質的な空間
時間インコヒーレント光源となる。複雑な部分コヒーレン ト化技術を取り入れること




表 4 ・ 1 レーザ一光のコヒーレンス制御手法
Items Spatial coherence Temporal coherence 
Lens array 。 ﾗ 
Random Phase Plate 。 ﾗ 
Echelon pair 。 ﾗ 
Mode conversion 。 。
of optical fiber 
8roadband ﾗ 。oscillator 
E / 0 modulation ﾗ 。




?ontaneous Emissio 円 。
。









激光XII号 [6 ， 7J の光学配置図を図 4 -1 に示す。激光XII号は、発振器、前置増幅列
および 1 2 ピーム の主増幅列より構成される。レーザ一発振器 (OSC) は強制モード同
期 Q スイッチ Nd:YLF レーザーである [8J 。レーザーパルス幅は、 0.1 --3.0 ns の間
で任意に可変できる。パルス抽出器 (SEL) はモード同期パルス列から 1 パルスを抽出
する。 1 パルスの出力エネルギーは約 10 μJ である。前置増幅列は 4 台の 25mm ロッド
増幅器(孔1\ 25) 、 3 台の光シャッター(ポッケルスセルスイッチ)および 6 台の空間
フィルターよりなる。レーザ一光はここで増幅された後、 12 ピームに分割され主増幅
列に導かれる。主増幅列へのレーザーピームは前置増幅列最終部でハードアパチャー
(ん1\3:口径 1 0 mm ) によって空間整形される。これはピーム中央部の強度分布の均ー
な場所を後段に伝播させるためである。主増中高列はそれぞれ 2 台のロッド増幅器(孔4
50 :口径 50 mm ) 、 2 台の 100mm ディス ク 増幅器 (DA 1∞)、 3 台の 200 mm ディス
ク増幅器 (DA 2∞) 、 l 台の光シャッター (OS 50) 、口径 1 00、 200 mm 各 1 台のフア
ラデ一回転子 (FR 100, FR 200) 、 3 台の空間 フ ィルターにより構成される。出力エネ
ルギーは 30 kJ ( 1 2 ピーム、パルス阿 1 ns ) である。また、爆結実験の要請により 2 倍、
3 倍高調波変換光の発生が可能である。この装置は完全像転送方式 (4 -4 -1 項で述べ
る)を採用しており 、 AA3 の開口像を主増幅列に設置された空間フィ jレターでターゲ










図 4 ・ 1 激光河|号ガラスレーザーシステムの鳥居敷図。
( 3) 10 ps 以下程度のコヒーレンス時間に制御可能なこと。
( 4 )高出力増幅可能なスペクトル帽(< 2 nm :後述)に制御可能なこと。
( 5 )レーザー爆結実験に適合したパルス幅 (1 - 3ns) に制御可能なこと。
( 6 )激光XII号の主発振器と同等のエネルギー(10μJ / pulse) を発生すること。
(1) - (6) を j荷たすことにより部分コヒーレント光の高出力増幅伝播実験が可能
となる。









4 -3 -1 自然放出増幅光 [11J 
自然放出で発生した光子が増帽器内で誘導放出を起こすと増幅器全体として光子の
発生率が内部損失率を上回り、光共振器がなくても発振状態、に至る。このようにして
発生する轄射光を自然放出増幅光(Amplified Spontaneous Emission : ASE) と呼び、ある
程度の指向性を持った強力な部分コヒーレント光を得ることができる。今、 1 次元増幅
器を考える。増幅器の長さ (L) を長くしていくと、臨界長 (Lc) 以上で増幅媒質端面
から放出される光強度が指数関数的に増加し始める。この状態は、増幅器の一端で自
然放出により発生した光子が他端で誘導放出を起こすことに対応し、増幅係数を g と
すると g Lc=l が成立する。反転分布密度i1N を用いて表すと、
1 8πτ勺 Dð..N ， L~= 一一一 =-74L
』 σ(v) 入，Lgy(v) (4 -1) 
となる。ここで σ(v) は誘導放出断面積、 τ2R は上準位の轄射放出寿命、 gy(v) は規格化
利得スペクトル分布関数である。発振は最も手Ij得の高いスペクトルの中心周波数で始
まる。上準位のポンピング率を R、上準位、下準位の寿命をそれぞれら、 τl とすると
定常状態における反転分布密度は、
Nn ?.N = r V H ー [1+ (ヤ In) lIs] (4 -2) 
と示される。ここに、 NO ={('t2 - "C 1 )! ゆ} R 、 Is = (hv /σ) {τ2+ "C 1 (1 -1/ 中) }-1 、中= "C2R 





ここに g(x) = ð.. N(x)σ(v) -y は損失 y を含んだ増幅係数、 p(x) = N2hv /4πτ2R は、 τl くく
らのときの単位立体戸j 当り、単位周波数当りの自然放出光強度である。式 (4 ・ 3) を積
分し、
Ip = J dx'p(ピ )dD(x ， x')exp[Jg(x")dx"] (4 -4) 
S3 
R=4m 
を得る 。 d!2 (x ， x') は、 x' から x に お ける増幅断面積を見込む立体角である。 In(x) に対








?aperture : 25m 門下。






また ASE の発散角は、 x=O~(L-Lc) で発生した自然放出光を増幅率に応じた重み
をかけて積分することにより求められる。発散角は、関口径 (d) と長さの比より大き




ている。図 4 ・ 2 に燐酸レーザーガラス (HOYA， LHG ・ 8 ，NCS03 = 1.9wt%) 
スペクトルを示す。スペクトルの半値全幅は 2 1.5nm であった。
ASE 発生器の構成図。図 4 ・ 3
































40 スペクトルの半値全幅は 21.5 nm であった。
24 22 20 18 16 14 12 
Pumping energy [kJ] 
ASE 発生器の小信号利得の励起エネルギー依存性。
用いたレーザーガラス口ッドは LHG -80 である。フラッシュランプの最小点灯電圧 12 kV 
(励起エネルギー 12.7 kJ) において 48 倍の小信号利得が得られる。
図 4 ・ 4 (a) 
ASE 発生部の椛成
ASE 発生器の椛成を図 4-3 に示す。 ASE 発生器は、辺1t~. のロッド増阿部と球面ミラ
ーによるダブルパス構成である。用いたガラスロッドは、口径 25mm、利得長 380mm
の日OYA 製 LHG・80 燐酸レーザーガラス (N~03 : 2wt%) で円周上等間隔に配置され
た 6 本のキセノンフラッシュランプで励起される。球面ミラーは、ロッド土台何器のも


















一--0- pumping: 12.0 kV 
一一・- pumping : 16.0 kV 
2 4 6 
Radial position [mm] 
8 
図 4 -4 (b) ASE 発生器の径方向小信号利得分布。
径方向利得分布は球面ミラーによって補正可能である。
ASE beam pattern 
図 4 ・ 5 ASE 発生器の出射パターン(近視野{象)。




小点灯電圧 V = 12.0 kV (励起エネルギー 12.7 kJ)においての利得分布はロッド中心で





パルス幅は約 600μs (FWHM) で、レーザー上準位の緩和時間および励起パルス帽に
依存する。空間発散角は、おおよそ利得長と口径の比で示され 66 mrad である。効果的
な増幅伝播を行なうために適当な空間時間整形を施す必要がある。出力スペクトル幅
は自然放出光増幅過程でのスペクトル狭帯域化[12J が起因して 9nm となった。出力
エネルギーはパルス幅 2 ns、発散角 32τDL において 60 - 100 pJ であった。 ASE 光の
近視野像を図 4 ・ 5 に示す。この計測ではパルス何 600μs で 32TDL の発散制限を行な
った。




スをヤングの干渉実験で評価した。シ 5 -1 項に示したように干渉縞の可視度から空間
コヒーレンス度を知ることができる。
ダブルスリットを ASE 発生器から 8.24 m 離れた位置に設定し、スリット間隔を変化
させたときの干渉縞可視度の変化を冷却 CCD カメラで計測した。ダブルスリットは間
隔 150 ， 230 ， 530 , 1040, 1500 ， 2∞oμm のものをそれぞれ用いた。図 4 -6 に得られた干
渉縞トレースの一例および計測配置図を示す。同配置で計測したレーザ一光に対する
結果も比較のため示した。 ASE 光の干渉縞はスリット間隔が 1500μm になると消滅し
た。また、 530μm におけるレーザ一光と ASE 光の干渉縞を比較すると、縞の極大と極
小が反転しているのがわかる。これは、 ASE 光のスリット問の位相差が π だけ変化し
たことを意味し[ 13J 、 1m 隔 530μm 以内で一旦完全にインコヒーレントになり、{I}び
多少コヒーレントになっていることを示す。この結果は、一様な円形インコヒーレン






Ac = (入 Z)2 -;:-二竺 J 




ここで 1 (ιη) は光源面の強度分布である。この式を解くには光源強度分布の情報が必




ASE Separalion ; 150μm 
一コ.司}』=帥
Cω-c
一 (4 -6) 
~ 1.03m 8.24m 
となる o Aw は光源の面積を示し Aw =π Dp2/ 4 である。 Dp は式 (3 -31) で S = 0.28 mm 
とすることにより求められる。 ASE 光の伝播方法は、発生した ASE 光を口径 20mm の
ハードアパチャーで整形し、その像を空間フィ Jレターを用いて転送する方式を採用し
ている。ハードアパチャーの面積を AHA として図 4-8 に AHA/ Ac と ASE 発生訴からの
距離 z の関係を示す。図から明らかなように、 ASE 発生器は 32TDL の許容発散角 (Aw
/ Ac = 1024) に対して十分なインコヒーレンス性をもつことがわかり激光XII号レーザ
ーシステムの光源として適当である。また、将来の許容発散角の増大に対しても充分
Laser Separalion ; 1500μm (c) 1 
Laser Separalion ; 530μm 
(b) 
Double slit was located at 8.24m 




First zero point is 0.28mm. 





















ヤングの実験の計測配置と得られた ASE 光干渉パターンの 1 次元トレース。
ASE 発生器から 8 .24 m 離れた点のコヒ
530μm ， (c) : 1500μm である。
この山線より 0.28 mm と求められた。従って、





(a) : 150μm ， (b) 
図 4 ・ 6
Separation of slits [mm] 
相互コヒーレンス度とスリット間隔の関係。図 4-7
相互コヒーレンス度は sinc 関数型の振動を有し、 ASE 光が一梯な強度分布をもつことを示唆する。
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HA : hard apeパure
OS : optical shutter 
(Pockels cell switch) 











SEし: pulse shaper 10 
G : diffraction grating 
8 6 4 2 。
image rotation prism R 
Distance from ASE generator [m] 
コヒーレンス領域と ASE 発生器からの距離の関係。
ASE 光は激光河|号の関口制限(約 103 ) に比べて十分なインコヒーレンス性をもつことがわかる。
図 4-8
ASE フロントエンドシステムの光学配置図。図 4 ・ 9
ASE フロントエンドシステムは、 ASE 発生器、ファラデ一口ーテータと光シャッターを用いた
4 パス増幅器、波長分散周囲折格子、パルス整形器で構成した。時間空間コヒーレンスは空間
フィルターの遠視野に置かれたピンホールで制御することができる。追従できる性能を有する。
先にも述べたように ASE 発生器のエネルギーは 60 -100 pJ / 2 ns である。主発振器











b f1 + f2 a 空間フィルターによる像転送4 -4 -1 
空間フィルターによる像転送の概念を用いた部分コヒーレント光の伝播。
61 













t=[;:111/f111;?111/ら Ol][~ ~] 
(4 -7) 
で示される。ここに、 m = f2 / f} で像の倍率を示す。レーザーシステムに多数のリレー
レンズ系がある場合、全伝達マトリクスは各リレーレンズ系における伝達マトリクス









4 -4 -2 ASE の予備土台何とピーム{云描
ASE 光のエネルギー増大のために 4 パス型のロッド増阿保を ASE 発生器に結合した。
図 4 ・ 9 において 4 パス土台阿保は、永久磁石で動作するフアラデーローテータ (FR) 、
ポツケルスセ lレによる光シャッター (OS) 、入 /4 板および口径 25mm のロッド増幅器
で構成される o FR は偏光面を何度回転することにより ASE 発生器との光学的結合(寄
生発振)を防ぐ。 OS は ASE 光の時間整形および FR と同様に寄生発振防止の役目を果
たし、関口時間は 10 ns に設定した。入 /4 板は、偏光面の回転により FR との間で入射
ASE 光を 4 パス型に閉じ込めるために挿入した。ロツド増幅器は LHG-8 燐酸レーザ
ーガラスを媒質として用いた。単体利得は 33 倍である。従って、 4 パスの積算小信号





は 96 である。(但し、伝播ピームは AA3 で切り抜き率 2/3 のアポダイゼーションを
うける)従って、 ASE フロントエンドのピーム径は 5mm (3/2 x 320/96) に設定しな
ければならないo ASE 発生器からの光は口径 20mm のハードアパチャー (HA) で空間
整形され、最初の空間フィ jレターによって 5mm まで縮小される。空間発散制限は 2 台
目の空間フィルターで行う。ピンホール径の選択により任意の発散角を得ることがで
きる。フロントエンドの伝播可能最大発散角は、光学素子の有限関口が起因して約 50
1DL である。従って、ピンホール径は 50TDL 相当に設定した、すなわち、 ASE フロン
トエンドのコヒーレンス領域はビーム全体の面積に対して 1/502 である。 HA の像は、
フロントエンド内および激光XII号前置増幅列の空間フィルターにより初期像点(AA3)
まで転送される。ここでのアポタイゼーションを考慮すると ASE フロントエンドと激
光XII号の許容発散角が一致する (50 x 2/3 = 32 TDL) 。
4-4-3 波長角度分散と波長変換結品の波長依存性
波長角度分散は、図 4-9 に示すように回折格子 (G) で行なう(以下スペクトル分





ガラスレーザーシステムで通常用いられる KDP 結品の 2 倍高調波変換に対する d8/
d入は、 TYPE II の位相整合で 210μrad/ nm となる[ 17J 。この他は結品の色分散特性
から計算して求められたものである。 ü武光XII号の最終段に設泣きれている KDP 結品
は口径 350mm、厚さ 20mm である。大きな非線形定数を得るために TYPE II の位相整
合を満たすように切り出されている。この結晶の d8 / d入は Nd:YAG (入= 1052 nm) と
Divergence angle of ASE light-400Wad 















Nd:YLF (入= 1053 nm) の 2 台の発振器を用いた計測により 239μrad / nm と評価され、
理論値と大差ないことがわかった[18] 。
回折格子は、 1200 本 /mm、大きさ 150 x 1∞ mm のプレーズ型で分散特性は 1.4 mrad 
/nm であった(分散特性の計測方法は次項に示す)。従って、回折格子上のピーム径
を激光XII号の最終ピーム径より 6 倍小さくすることにより上記 d8 / d入にほぼ一致させ
ることができる(ピーム発散角の大きさはピーム径に反比例する)。スペクトル分散
器に入射する ASE 光のピーム径は後のアポダイゼーションを考慮して 80mm まで拡大
した。そして、後段の光学素子の関口制限と激光XII号とのピーム径整合のために再び
5mm に縮小する。 ASE のスペクトル幅は後段に設置された空間フィルターのスペクト
ル結像点(遠視野)に置かれたピンホールで制御する。波長角度分散光の伝播可能ス
ペクトルは、発散角と同様に光学素子の有限関口で制限されることになる。
エンドにおける最大スペクトル幅は約 0.8 nm となる。
フロント
回折格子対によるスペクトル制御4-4-4 










Spectral dispersion angle limited by 
a pin-hole diameter ll8 [mradJ 
(a) 
図 4 ・ 12
波長角度分散光の各種の優位性を示すための比較実験として、波長角度分散させな
い部分コヒーレント光の増幅伝播実験を行なう必要がある。その場合、前述のスペク





ならば(式 (4-8) を満たすなら)、スペクトル整形器を通った ASE 光はスペクトルが (b) スペクトル幅は 0.6 ~ 2.6 nm の範囲で連続的に制御可能である。
制限されるだけで空間情報は元に戻る。図 4-12(a) ， (b) にピンホール径に対するスペ
クトル帽の関係およびスペクトル分布を示す。 (a) 図の杭軌は、入射レンズの焦点距離
(f = 1600 mm) とピンホール径の関係から発散角として示している。また、スペクト
ル帆は半値全何で表した。入射 ASE 光の発散角は 32TDL、スペクトル幅は 2.1 nm で
あり、回折格子上のピーム径は 1∞ mm とした。この結来から回折松子の分散特性を調
べることができる。実線は、実験データを l 次関数でフイツテイングした結果で&入=
0.71118 となった。したがって今放特性は、 1.40 mrad / nm と求められる。
整形探を用いてスペクトル何が簡単に調整できることがわかった。
スペクトル
Grating 2 Grating 1 















発散角はピーム径約 mm の場合、回折格子上で 500μrad となり、スペクトル結像点で
それ相当の分散ボケを生じる。鋭いエッジでスペクト jレ整形を行っても、分散ポケが
矩形形状を崩す。また、整形可能な最小スペクトル帽の値もこの分散ボケで制限され
る。図 4 ・ 13 (a) はスペクトル結像点のピンホールを 0.6 nm 相当に設定した場合のスペ
クトル形状発散角依存性の計算結果を示す。この計算では各波長のスペクト lレ分布が
ガウス型を有するとし、スペクトル整形用のピンホールは円形、回折格子上のピーム
径は 80mm、分散特性は 1 .4 mrad / nm とした。発散角が 8TDL のときは矩形に近い分







A入= 0.4 nm 
1.0 
一一一一- 8 TDL 
一一一一-16 TDL 
一一一一一 32 TDL 
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1052 1053 1054 
Wavelength [nm] 
図 4 ・ 13 (b) ピンホール径を 0.4 nm 相当の大きさに設定したときのスペクトル形状発散角依存性。
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1052 1053 1054 
Wavelength [nm] 
図 4 ・ 13 (a) ピンホール径を 0.6 nm 相当の大きさに設定したときのスペクトル形状発散角依存性。
Wavelength [nm] 







に分散角度補正を l 次元レンズなどを用いて行う必要がある。また、図 4-13 (b) , (c) 
は、ピンホールを 0.4.0.2 nm 相当にそれぞれ設定した場合の計算結果である。 32TDL
の発散角では半値幅 0.4 nm のスペクトルを得るのが限界で、 0.2 nm のピンホール設定
においては完全なスペクトル制御が行なえない。光学素子の有限関口を考慮すると波



















反射パルスが図 4 -14 に示すように回折格子の空間的な大きさに依存した時間波形シフ
トを生じることを意味している。入射ピーム径 Dg における回折光の最大遅れ時間は、
次式で与えられる。
10 20 3D 40 50 60 70 
Incident angle [deg.] 
図 4 ・ 15 最大遅れ時間と回折格子入射角の関係。
ASE 光の回折格子入射角は 50 度であるため 、 出射パルスは最大 370 ps の時間遅れが生じる。
m 入 1 Du 
tmax =~. sin αcu 
(4 -9) 
いる。
フロントエンドでは 、 スペクトル分散器への入射角度を約 50 度に設定し、 l 次の回
折光を用いた。図 4 ・ 15 から ASE 光は空間的に約 370 ps の時間遅れを生じさせられる。
この影響を減ずるためにはできるだけ長いパルスをスペクトル分散器に入射し、その
後パルス整形を行なう必要がある。 OS による時間整形のため、 ASE 光は 10 ns のパル
ス隔でスペクト jレ分散器に導入されるので、フロントエンドでのパルス全体の波形シ
フ ト 量は約 4% 程度である。
ここに、 c は光速、 α は回折格子への入射角、 m は回折次数、入は光の波長、 d[ は格子
定数である。最大遅れ時間と入射角の関係を Dg=80 mm 、 d[ = 8.33μm (1200 本 /mm) 、
入= 1053 nm として図 4 ・ 15 に示す。この図は 2 次の回折光の場合も比較のため示して
4 -4 -7 ASE 光のパルス整形
ASE 光のパルス整形は激光XII号のパルス抽出器 (SEL) で行なう。パルス折11 出岩手は
3 台のポツケ Jレスセルと 12 枚の偏光子で構成される o アパランシェトランジスタ縦列
接続による高電圧パ jレサー [19J でポツケルスセルに電界を供給する。パルサーの立
ち上がり時間は 300 ps である。整形パ jレスは、電気光学的振何変調の結果として得る
ことができる。パルス阿は、高電圧パ jレサーがブルームライン放電方式を採用してい
るので、放電ケーブ lレの長さを変えることにより任意に調推することができる。ポツ
図 4 ・ 14 回折格子による入射光の空間的時間遅れ。
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(a)τ= 1.2 ns (b)τ= 2.0 ns 
図 4 ・ 16 パルス整形後の ASE 波形。
パルス幅は放電ケーブルの選択により連続的に可変できる 。
ケルスセルの静電容量に起因した周波数帯域が整形可能な最短パルス帽を決め、 1.2 ns 
となった。また、ストリークカメラによる空間時間分解像から、前項で記述した波形
の空間的シフトの顕著な影響が無いことを確認した。図 4 ・ 16 に放電ケープjレを1.2 ，
2.0 ns 相当に設定したときの整形パルス波形を示す。掃引レンジは (a) 図では 0.5 ns / 
div ， (b) 図は1.0 ns / div である。パルス整形後の出力エネルギーは、パルス幅 2.0 ns で
10 --30μJ であった。
4-4 時 8 ASE 光の像回転
激光XII号の波長変換結品 KDP は TYPE II の位相整合が採用されているため波長分散
方向は異常光線軌 (e 軸)と並行に、偏光方向は c 刺l に対しての度に設定する必要が














> 1.2 ns 
< 50 TDL 
く 0.8 nm (波長角度分散)
これらは、時間および空間コヒーレンスの制御性とともに激光XII号のフロントエンド
として要求される性能を満たしており、高出力増幅実験が可能である。
8 TDL 16 TDL 
図 4 ・ 17 ASE 光の近視野像。
ビーム発散角の増加とともにパターンが均一化される 。
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4 - 4 司 9 ASE 光の近視野像
ASE フロントエンド端において、ビーム発散角を変化させたときの ASE 出射パター
ンを冷却 CCD カメラを用いて計測した。波長角度分散を行ない、ビーム発散角は、 50 ，




容発散角の最大値 50TDLでは、強度分布の標準偏差が σ= 6.0% になった。
8 TDL 16 TDL 
o 0.5 1.0 1.5 2.0 I 0 0.5 1.0 1.5 2.0 
Intensity I Average intensity Intensity I Average intensity 
32 TDL 50 TDL 
o 0.5 1.0 1.5 2.0 I 0 0.5 1.0 1.5 2.0 
Intensily I Average intensily I Inlensity I Average intensity 










評価した。図 4 -19 に ASE 強度の確率密度分布評価結果を示すo ASE 光の条件は、ピ
ーム発散角 32TDL、スペクトル幅 2.1 nm であり、波長角度分散は行っていない。計算
に用いたサンプルは 4 つで、計測データから無作為に抽出し(計測データーの全時間
領域は 100 ps) 、それぞれの積分時間を 10 ps とした。図からわかるように、確率密度
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4 ・ 5 光ファイパーを用いた部分コヒーレント光の発生



































の形で光カー効果によって生じる非線形屈折率 n2 を定義する。ここで電界 E を
E(日)=ReE(r， t)仰[-j(ωot+ kOz)] (4 ・ 13)
とすると、以上の定義により非線形分極 PNL は
PNL =εo nO n21 E(r, t) 12 E(r, t) (4 -14) 
となる。
次に、基本となる光の伝矯方程式を次式で表す。
吋ますか山子E (r, t) 
k_Qヤ_g_ ~2E (r, t) 一一Lレハ山主ì2 p,," 
一一九五ム at2 c2Eok-u jtj Al礼 (4 -15) 








" + a~ T-=一一一+一?ax2 ' ay2 (4 ー 16)
1 ak 
P=εE+εNLI EI2E (4 -10) である。ここで入射光強度が x -y 座標によらない(空間的な強度分布が変化しない)
とすると式 (4 -15) は、
ここで、 E ， EO ， ENL は線形誘活率、京・2主誘?立率、非線形誘7E率である o E は、入射光の
電界強度である。 εNL は入射光の強度に依存する。これを周折率の形で表すと 、 電界が
供給されない場合の屈折率 no に ðn I EI2 だけ屈折率変化を生じたことになる。 6n と
εNL の関係は、
aE'ω02n 2ik。 τ了=一てゴ~PNL











となる。非線形屈折率が入射光の危界に遅れなく l院H寺に応答するとして、式 (4 ・ 14) の
P "TT を使うと、 E (z, t') は強度変化が起こらず位相のみが変化する。つ まり、式 (4 -12) 
に示した光カー効栄による周折率変化れが短時日11 に生ずると、それとともに電界 E の
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位相が変化する。これを自己位相変調効果という。角周波数の変化 A ω(t) は次式で表さ
れる。 0.7nm 
つ甘 n') d っAω(t) = -: ~<þ (t) =一一. "1. ーIE(t)ILL
入 dt (4-18) 










4-5-2 周波数チャープパルスの計測 ~Spectrum 
周波数チャープパルス発生の励起源として、激光XII号の主発振器である強制モード
同期 Nd:YLF 発振器 [8 J を用 いた。パルス幅は 100 ps で出力エネルギーは 9μJ である。
ガウス型の 100 ps パルスがもっスペクトル幅は、波の不確定性による簡単な計算で約
0.02 nm と見積もられる。こ の光パルスを関口数 (N.A) が 0.25 の対物レンズを用いて
コア径 9μm、長さ 50cm の単一モード光ファイパーのコア上に集光した。誘導ラマン
散乱 (Stimulated Raman Scattering : SRS) による波長シフトが生じないように ND フィル
ターで入射光量を調整した。図 4 ・ 20 に分光器、ストリークカメラによる周波数チャー
プパルスの分光時間分解像を示す。逆 S 字型の特性は式 (4 ・ 18) に示したように周波数
チャープが入射電界強度(ガウス型パルス)の微分型で表されることと矛盾しない。
入射エネルギーは、 7.5μJ に調整し、単一モードファイパーとの結合効率は約 60% で
あった。これ以上のエネルギー (8 .4 μJ)にすると波長l.1μm 付近に SRS によるスト
ー クス光の観測が可能となった。図 4 -20 において波長広がりは 1053 nm を中心に半値
竺侃 0.7 nm である。 SRS のしきい値付近であるので光ファイパー中の自己位相変調が
複雑に変化し、短波長側のスペクトル強度が長波長側に比べて強い非線形チャープと




域のスペクトル広がり幅 A入は、 R. Th urston らによって次式で示されている [26J 。
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図 4 ・ 20 単一モード光ファイパー中での自己位相変調によって得られた周波数チャープパルス。
ル(7.05.../3志)G
G= 竺L8πP . 107 n2
入 2nc Aeff (4 -19) 
ここで、しはレーザーパルス帽、 c は光速、 L はファイパー長、入はレーザ一波長、 p
はレーザーパ jレスのピーク強度、 n2 は非線形屈折率(シリカ系ファイパーの場合 1. 1 x
10- 13 である)、 n はファイパーコア屈折率、 Acff はコアの有効断面積でありコア径を
D_ とすると AnIT = l. 26πD_2 /4 となる。この式を用いてファイパ一長、入射エネルギ
ctl C 
一二をパラメータにしてチャープ量が数他計算できる。この式からム入は無限に広げる
ことが可能であるが、実際には SRS の影響を考慮しなければならない。 SRS しきい値
強度は、 SRS 強度と励起光強度が等しくなる点で定義され [27J 、
八 cffp" = 30~ー
』 grL (4 -20) 
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4一一一 up to 2ps 










且ω SRS limited 
primary pulse 100ps ¥ 
SPM in second fiber I , 
ー骨一一ーーー一一一-一一一-一一・ー唱一一- 1 -4----ー」一一ー
td =平協-1)>> (4 ・ 21)
。
。 10 20 30 
である。ここで n， C、 τ。、 ~'i、それぞれコア屈折率、光速、パルス帽、ファイパー
長さである。。はファイバ一光軸と光線のなす最大角度であり、 N.A できまる。 N.A= 
0.2 (8 = 7.66) とすると td= 45 x ~ ps となる。 τ。を 1∞ ps とするとファイパ一長は 3
m 以上あればよい。しかし実際には、ファイパー中を伝播するモードが互いにランダ
ムに干渉しあい、スペックルパターンを出射する。モード間の干渉を防ぐには、各モ
ードが独立である必要がある。このためには主モード M の伝婚時間 τM が次式を満足
すればよい。
Input Peak Power X Fiber Length [kW ・ mJ
図 4 ・ 21 誘導ラマン散乱を考慮した達成可能スペクトル幅と入射強度、ファイパー長の関係。
光パルスを 2 ps 程度まで圧縮することにより 2 段目の単一モード光ファイパーで
誘導ラマン散乱しきい値以前に 8nm 以上のスペクトル幅が得られる 。
?1M =τM 一 τMー1 >>tc (4 ・ 22)
と示される 。 ここで、 gr はラマン利得係数であり、シリカ系ファイパーでは 0.92 x 10・
11 cm /W となる。 SRS は入射エネルギ- 8.4 μJ で観測可能となった。結合効率が 60%
であるので 5.04μJ (50.4 kW) 付近が SRS しきい値と考えられる。式 (4 -20) に各々




れる SRS を考慮した最大スペクトル広がり胞は、式 (4 -19 ， 20) から約 1 .0 nm となる。
これ以上のスペクトル帽を得るためには、チャープパルスを回折格子対などの負の分
散媒質を用いて圧縮し、再び単一モードファイパーに入射することが必要となる。つ
まり、式 (4 ・ 19) で τ。の値を小さくすることにより SRS しきい値以前に急速にチャー
プを生じさせなければならない。図 4 -21 に式 (4 ・ 19) で計算したチャープ量と入力強
度の関係を示す。図中の実験結呆(・)は計算結果と非常に良く 一致している。今、 2
ps までチャープパルスの圧紛が可能であるとすると、 2 段目の単一モードファイパー
中で SRS しきいイiむまでに 8nm 以上のチャープ量が得られることが計算結果よりわかっ
た 。
ここで、 τM は群速度を用いて次のように表すことができる [28J 。
τ AÆ = とM~立
川 c ?O 
. r-(噌 ε ， r. 1. d(V b) ‘| 
1 + òll+ ー 11 b-1 十一一一一一一 1 1 
LMN1 --¥_- 4)L dV J 
-c ゾ1 + 28(b ー 1) (4 -23) 
、~、~ 1-
l_ l_ V ，- 、






であり、 N 1 は群屈折率、 8 は比屈折率差、 b は規格化伝播定数をそれぞれ示す。モー
ド問の時間遅延差は低次の伝播モードほど小さくなる。従って、最低次モードが式 (4 ・
22) を満足すればよい。また、伝播モードの最大値 Mmax は、ファイパーコア半径 a と
関口数を用いて、
Mmax = [4a. (N. A)j λト l (4 -24) 
と表される。コア半径を 50μm、 N.A= 0.2、入= 1053 nm とすると最大 37 個程度のモ
ードの重ね合わせが可能となる。式 (4 ・ 23) による数値計算では、同= 1∞ m のとき
δτ37 : 130 ps 、 &τ18 : 11 0 ps 、 L1 12 :::: 20 ps となり、多モードファイパ一入力光のスペク
トル広がりは式 (4 -22) より約 0.2 nm 程度あれば良いことになる (tc= 入2j L1入 c) 。こ
こで考慮すべきことは、入力広帯域光として周波数チャープパルスを利用することで








システム構成の概略を図 4 ・ 22 に示す。 100 ps パルスから得られた周波数チャープパ
ルスを ND フィルターによる入射光量制御でスペクトル広がり 0.5 nm に調整し、回折
格子対 (1800 本 /mm: 格子対の間隔 2 . 5 m) を用いて約 15 ps まで圧縮する。この圧縮
パルスをより広いスペクトル帽を得るために 2 段めの単一モードファイパーに入射す
る。単一モードファイパーの長さは 2S cm である。励起パルス幅が短いので周波数チ
ヤープは瞬時に立ち上がることになり、各モード問の瞬時コヒーレンス時間が長くな
る影響を避けることができる。入射エネルギーの可変により連続的に 0.7 -2.5 nm の
範囲でスペクトル制御が行なえることを確認した。こ の様子を図 4 -23 に示す。得られ
た瞬時周波数チャープパルスを多モードファイパーに入射し、部分コヒーレント光を
発生させる。
多モード光ファイパーは階段屈折率分布型で N.A は 0.2 のものを用いた。 N.A を光













-40入F Multi mode fiber 
(100・μm core , 100イn long , NA=0.2) 
図 4 ・ 22 光ファイパーによる部分コヒーレント光の発生。











v taEJ L • 
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Incident energy (μJ ) 
図 4 ・ 23 2 段目の単一モード光ファイパーで得られるスペクトル幅と入力強度の関係。









ー はコア径が問問、 N.A = 0.2 であり、ピーム発散角は 32IDL に相当する。ダプル
スリットの間隔は各々 120 ， 200μm であり入射したピームの直径は 6mm である。図 4 ・
24 にストリークカメラで観測した干渉像を示す。干渉縞の可視度が明らかにスリット
間隔で変化している、特に、 200μm のスリット間隔はビーム径の 1/30 であるので、
可視度がはっきりと観測できない現象は理論と矛盾しない。 図 4 -25 はさらにピーム径
を 18.1 mm に拡大して測定した可視度とスリット間隔の関係を示す。この測定系はス
リットの手前に拡大倍率を持つ空間フィルターを構成し、焦点位置のピンホール径を
39 臥 (32 TDL) とした。図の曲線は Van Cittert-Zemike の理論による計算結果である。
空間的なコヒーレンス長はビーム径の約 3% であり、光源の大きさ 32IDL との良い一













8s= 38 Fλ 
0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 
Slit Separation Distance 
Normalized to Beam Diameter 
図 4 ・ 25 コヒーレンス度とスリ ッ ト間隔の関係。
実験結果は理論計算結果と良く一致しており、多モード光ファイパーで
空間インコヒーレンスイヒが達成されることがわかった。








Separation distance = 120μm Separation distance = 200μm 
図 4 ・ 24 ヤングの実験で観測した干渉縞。
スリット間隔 200μm では干渉結はほぼ消滅した。







スケールは約 100 ps である。干渉縞はスペクトル幅を広げると短時間の振動をもつこ
とがわかった。この振動は波連の継続時間を意味する ので、広いスペクトル幅が低い
時間コヒーレンス性をもつことが証明された。
4-5 ・ 6 遠視野像
光ファイパーによるピーム平滑化を確認するために多モード光ファイパー出力のコ
ア像(ターゲット上の遠視野像に対応)を観測した [6J 。図 4 -27 にファイパー長と
スペクトル帽を変化させたときの出射パターンを示す。計測は、冷却型の CCD カメラ
を用いて行なった。上部左側の写真は周波数チャープさせないレーザ一光を多モード
Speckle pattern is 
smoothed with 
1) long fiber, 
2) broad spectral 
width. 
L = 50 m, ð.λ= 2.54 nm 
L = 100 m, Laser L = 200 m , ð.入= 0.76 nm 
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4 ・ 5 -7 エルゴード性の評価
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幅 0.76 nm である。また、コア径が 100μm であるので空間発散角は 32TDL である。
サンプルデータを無作為に 5 つ抽出したときの確率密度分布を図 4 -29 に示す。各サン
プルの積分時間は 5.2 ps である。分布形状がほぼ同じであることから光ファイパーに
よる部分コヒーレント光も ASE 光と同様にエルゴード性をもつことがわかった。










互いに相関の無いような状態にし、 flJび分岐器を f日いてパルスを合成する。概略を図 4
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Multi mode fiber 
length 200m 
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Small Slgnal Gain (Peak Gain) 
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ASE発生器のスペクトル幅を調整し、燐酸レーザーガラス増幅器に入射した。入射
ASE 光のパルス幅は 600μs 、 エ ネルギーは約1.4μJ であった。エネルギ一利得および
スペク トル帽を増幅器の小信号利得で規格化した結果を図 5 -1 に示す。スペクトル幅
が広 くなると小信号利得に比してエネルギ一利得は小さくなり、また、小信号利得が
大き い場合のスペクトル幅は狭帯域化を受けている。入射した ASE 光のパルス幅がレ
ーザー上準位の緩和時間と同等であるため、実際の核融合レーザーシステムの条件と
は一致しないがスペクトル幅狭帯域化とエネルギ一利得の減少が実験的に示された。













広帯域光パルスの増帽は、次式で示される [2， 3J 。
(%)Ot旬いtυ川i 1拘
=σs〆(入)N2(z乙，パt)i 1 (z， t ，入) (5 -1) 
Ot N2(z, t) = -N2(z, t) . J 入σs(入)i 1 (z, t，入)d入 /hc (5 -2) 
ここで z， t，入はそれぞれ入射光進行方向に沿った利得空間、時間空間、波長空間を示
す。 i1 (Z, t，入)と Niz ， t ， λ) は、広*域光の強度および上司E位分布笹:皮、 h はプランク定
数、 c は真空中の光速である。誘導放出断而積 σs(入)は中心波長入。でガウス分布をす
ると仮定する。また、そのスペクトル帽を ð Â.F とする。式 (5 -2) の積分領域は増間媒
92 
質の利得スペクト ル領域である。式 (5 ・ 1 ， 2) で示される光パルスはフーリエ変換極限
では無いパルス、つまり部分コヒ ー レント状態の光パルスである。初期条件および境
界条件を Niz， 0) = N20, i1(z, 0，入) = 0, i 1 (0, t ， 入 ) = iO (t， 入) とすると光パルス全体の強度
は、
I(z, t) = Ji 1 (z， t，入)d入
スペクトルエネルギー密度は
e(z，入)= Ji 1 (z， t ， λ)dt 
。
全エネルギー密度は





増幅器の利得長を L、エネルギ一利得を G = E(L) 1 E(O) 、 スペクトル狭帯域化係数を
η=(ð入0- ð入L)/ ð.入。とする。 A入。は増幅器に入射するパルスのスペクトル半値全幅、
企入L は出力スペクト jレ半値全幅である。広帯域光を入射すると利得分布に応じたスペ
クトル狭帯域化を受ける。したがって&入。 >ð.~ の状態で η>0 となる。
式 (5 ーし 2) を数値計算するために次のことを仮定する 。入力スペクトル強度を iO(t，入)
= fO(入) 10(t) とする o fO(入)は中心波長入。で規格化したガウス分布を示し、 半値全中高は
A入。である。式 (5 -3) から入力強度は次式で表される 。
10(t)=[4EO /(π)1/2] b円2αP(-b t2) (5 -6) 
ここで EO = E(O) , b = 1.37 1 τ (τ はパルス何)である。増幅諸特性における無次元パラP , .p 
メータ δ入0 1 ð~， ð入F/ 入0' EO/ES (ES は飽和エネルギー密度 ) , go L (go は中心波長で
の小信号手Ij得係数)を導入し、エネルギ一利得およびスペク卜 lレ出力特性を求める 。
小信号領域におけるスペクトル強度は、
i 1 (しは)= iO(t -nL/c，Â.)叫[σs(入)N叫] (5 -7) 
で与えられる。時間波形の変形は生 じな い とすると、スペクト ルエネルギー密度は式 (5
-7) を (5 -4) に代入して、
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e(L ,À) = EOfO(入)exp[σs (入)N20L] (5 -8) 
となる。式 (5-5) , (5 -8) を用いるとエ ネ ルギ一利得は、
G=αp(gO L)' [1 +凶0/ð.入山 (5 -9) 
で示される。増幅器透過後のスペクト jレ半値全幅を&入L とすると、スペクトルエネル
ギー密度は次式で表すことができる。
e(L，入。:tð.入L/2) _ 1 
e(L，入。) 2 (5 -10) 
式 (5 -8), (5 ・ 10) から出力スペクトル特性は、
心L= 仏0[1+ (必o川山QLr1/2 
(5 -11) 
となる。式 (5 -9) , (5 -11) は入力エネルギー密度に依存しないことがわかる。 一方、大
信号領域におけるエネルギ一利得、スペクトル特性は、入力エネルギー密度に依存す
るので出力スペクトル強度が増幅器の利得によって異なる。従って、
i1 (z, t，入) = f(z，入) I(z, t) (5 -12) 
と示すことができる。ここで、 f(z，入)は規格化した光スペクトル分布、 I(z，入)は、光パ




(メ)d t l(z, t) + dz I(z, t) 
=σs (z) N 2 (z, t) 1 (z, t) 




-:::- /_, J σs (入) f(z， À)d入σ<;: (z ) = l-::.2 ~ ,- , J f(z，入) d入 (5 -15) 
は、スペクトル分布で正規化した誘導放出断面積である。 f は式 (5 -1 ) を時間積分する
ことによって求めることができる 。 式 (5 ・ 12) ， (5 ・ 1 4) を用いて次式を得る。
ここで、
いf(z 入) = [{剖-いE(z)
E(z) = fI (z, t)dt 
。
(5 -16) 
(5 ・ 17 )
である。 E(z) はエネルギー密度を示す。 式 (5-13) を 時間積分 し、 式 (5-14) を使って
次式を得る。
dzE(が hVQN20 . [1 一叫{-E(z)/ζ(心}] (5 -18) 
ここに、足(z) = hv
O 
/三(z) であり飽和エネルギー密度 [4J を示す。式 (5 ・ 13 - 18) は
式 (5-12) から近似的に導かれた。 初期条件、 境界条件 を それぞれ 1(0 ， t) = 10(t) , N2(z, 0) 
= N20, E(O) = EO' f(O，入) = fO(入)として goL と A入。/ ð.^rが小さいとすると、誘導放出断
面積は次式で近似できる。




s [1 +川0/仏F)2r 1 /2 (5 ・ 20)
と示すこともできる。 こ の時点で σs は z に無関係のj立とな る 。式 (5 ・ 13 ， 14 ， 18) を積
分し [2J 光強度 を得る。

















































スペクトルのエネルギー密度は次式で与えらここに、't = nL / c である。と表される。
400 
200 e(L，入。:t~入L/2) _ f(L，入。:t~入L/2) 一 l





Input Spectral Width 
図 5 ・ 2
式 (5 ・ 22， 23) を用い、企入。 /11入F が小さいとすると、
A入L= 心O[l+{l+(心0 1品川ω スペクトル狭帯域化の入力スペクトル依存性。
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が求められる。エネルギ一利得 G は式 (5 -22) から入力エネルギー密度に依存するの
で式 (5 ・ 24) のスペクトル特性にも同じような依存性が存在する。





波長角度分散しない状態の ASE 光のスペクトル帽を1.6nm、ピーム発散角を 5 1DL、
入力エネルギーを 0.5μJ、パ jレス帽を 3 ns に設定し激光XII号に導入した。図 5-2 に激
光XII号全増間器の特性を式 (5 -22, 24) に入れた計算結果と実験結果を示す。この図は、
最終出力エネルギーと最終出力スペクトル阿を入射スペクトル仰の|対数として示して
いる。入力エネルギーは全スペクトル領域にわたって一定として計鉾した。実験結果
は出力エネルギー 790 J 1 beam、出力スペクトル帆1.6nm で計tì~結果と良く一致した。
計t'r結架からスペクトル狭~i~:域化とエネ jレギ一利得減少が生じるのは、入力スペクト
ル何 2nm 以上であることが推測できる [5J 。逆に言えることは、 2nm 以下であれば
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レーザ一光と同様の利得が得られる。(レーザ一光のスペクトル幅はパルス幅 1 ns に
おいて O.∞2nm である)レーザーガラスが比較的広いスペクト lレ応答特性をもつこと
がわかる。次に全増幅器の励起電圧を一定とし入力 ASE エネルギーを変えて入出力特




5 ・ 2-3 ピーム増幅時の自己集束効果




周波数に依存する [6J 。式 (5 ・ 27) で与えられる B 係数は成長率が最大な空間周波数
k における成長率も同時に示している。すなわち、初期強度 I で k の振動は距離 Lo ' nm
を伝播後 1 = 10 exp (B) へと成長する。通常のガラスレーザーシステムでは自己集束に
よる光学素子の損傷を防ぐため、空間フィルターを用いて非線形効果による空間周波
数の成長を除去する。空間フィルターのカットオフ周波数 k は共焦点凸レンズの焦点c 

































ここで、 k" は P の成長限界波数である。空間フィルターのピンホール径は、{象転送を
tl S 








通常 B 係数 [7J で表し、
今 110 ~ ~ L 
B= ニUllLη1 in f exp[gz]dz 
no 0 
= 248 n2 . _! (1-J_ ìηI… 
no g ¥. G ノ vu.
5-2 ・ 4 ピーム自己集束の影響
(5 -27) 自己集束の効果を確かめるためには、スペクトル広がり、波形変形、近視~}像等の
計測が必要である。また、激光XIIすのれ:谷発散jfJ は 32 TDL であるので、この発散角
に相当する位以上に成長したを1I'r]周波数の成分は出力端まで主Ij迷することができず、
99 
と示される。ここで、 n2 は esu 単位、 g は利得係数(単位は an- 1 )、 G は増幅器の利得、
98 
ムロ一-0- Fiber 1.2 ns 
.ﾂ. ASE 1.2 ns ωIntensity=580 MW/cm2 ω IntensitY=Î .03 MW/cm2 ASE 2.0 ns 
ω =560J ω=1.0J 
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図 5-4 に入出力特性の計測結果を示す。図の械判l は、 12 ピーム分割前のエネルギー
である。パルス附{1.2 ns で 39 Fﾀ (32 百L) の場合(ファイパー :0、 ASE: Â) は、
レーザ一光(口)に比べて出力エネルギーの大仰な減少が生じた。また、ファイパー
と ASE を比較した場合、若干 ASE の方が出力が高い。これは、両光源の性質が異なる
ことを示しており、両光源共に同じを 11日周波数成分をもっていたとすると、
ーの方がピーク強度が大きく、 II~: 1目的に利iかい振動WJ造があることを意味する。 50 F入
ファイノて
自己集束ビームの基本波 ( 1.053μm) 分光時間分解像。
? ?ハU? ? ?







































入力強度 0.6GW /cm2 を越える辺りからスペクトル幅が広がる。





ωIntensity==9i 9 MW/cm2 
ω =886J 
2ω=271J 
のピンホールを激光XII号の最終空間フィ Jレター (SF-350) に導入した場合は、
-)レが無い状態に比べて出力エネルギーが 37% 減少した。入射した部分コヒーレント
光の発散角が 39 F入であるにもかかわらず、この値以上の強度成分が存在する要因は、




フロントエンドの発散を 10.20 F入 (ASE 光)にそれぞれ変化させた場合は、
一光と同じレベルの出力が得られた。これは、増幅器内で成長しやすい空間周波数が




次に、同 H寺計部IJ した時間分解スペクトルの計測結来について検討する。図 5 ・ 5 に光










自己集束ビームの 2 倍波 (0.53μm) 分光時間分解像。
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図 5 ・ 6
光時間分解像を示す。図中に示した l 次元プロファイルは時間積分スペクト jレとスペ
クトル積分時間波形である。入射強度が 0.001 ~ 0.58 GW / cm2 では顕著な波形変形、












図 5 ・ 5 ， 6 の入射強度に対する時間積分スペクトル帽を図 5-7 にまとめて表す。この
図から、本実験で自己集束によりスペクトル幅広がりが見られるのは、約 0.6 GW /cm2 
(エネ Jレギ-6ooJ 以上)付近からであることが伺える。また、スペクト jレ幅の時間変
化を追うことにより自己集束の時間履歴を調べてみた。図 5 ・ 8 に分光時間分解像から
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一一色「ー Doubling light 
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2.0 
図 5 ・ 8 (b) スペクトル幅の時間履歴。高強度のとき。
2.5 
は低強度 (0.001 GW / cm2) 、 (b) 図は高強度 (0.919 GW / cm2) の場合をそれぞれ示す。
低強度の場合は基本波、 2 倍波ともに時間全領域にわたって一定の幅となるが、高強度
になると時間的に変動していることが明らかにわかる。基本波のスペクトル幅は、パ





いは光ファイパーを用いた部分コヒーレント光 (32 寸DL) において自己集束を防ぐに
は、ピーク強度を下げ(パルス帽をできるだけ長くする)、最終強度が 0.6 GW /cm2 
を越えない運転をしなければならない。また、遠視野で所定の空間フィルタリングを
行ない増間伝捕させることが必要となる。最後に、 D.泣光XII号最終出力の近視野俊をレ




(a) Laser (b) Partially coherent light (angular dispersion) 
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Aλ=2.1nm 






のス ペ クト ル幅 2.1 nm (波長角度分散はなし)、発散角 22 1DL、パルス幅 2.2 ns の条
件で計測 した。こ の条件では、発散角が小さいことに加えてパルス幅が長いので自己
位相変調によ るス ペク ト jレ広がりの効果は小さいと考えられる。図 5 ・ 10 にスペクトル
形状の変化、 図 5 -11 に出力エネルギー(エネルギー密度)とスペクトル幅(半値全幅)
の関係を示す。スペ ク トルはエネルギー密度が 2J/cm2 程度までは狭帯域化されるが、
逆に 3J/cm2 を越える辺りから広がりが生じ、この計測の最大エネルギー 1324 J では
2.2 nm に達している。波長変換結品に入射する光は、各スペクトル強度成分ができる
だけ等 しい(矩形ス ペ クト ル分布)ことが望ましく、そのため増幅前のスペクトル形
状を適当に制御する必要がある。図 5 ・ 11 に示した飽和広がり効果の詳細解析から種々
のスペクトル形状に対して高出力増幅後のスペクト ル形状を予測することが可能とな
るが、 最終的に矩形に近いスペクトルを得ることは現実に困難であると考えられる。










UH 同L tω CJ3L > 1.0 
0.5 
。
。 2 3 4 5 
Energy fluence [J/cm2] 
図 5 ・ 11 飽和広がり効果の出力エネルギー依存性。
3 J /cm2 を越 え る辺りからスペ ク トルが広がる。
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5-3 ・ 1 相互強度の伝播
光の伝播を議論するとき、コヒーレント光の場合には複素振幅表示が用いられる。
また、インコヒーレント光では、光強度の伝播のみを考えればよい。部分コヒーレン
ト光の場合には、統計的表現により複素振幅の相関関係がよくわかるように式 (3 -27) 
で示した相互強度 (Mutual intensity )を導入する。
今、図 5 -12 のような配置を考える。準単色光 1 次光源 σ は距離 R 隔てたスクリー




図 5 ・ 12 準単色光源によるスクリーンの照明。
108 
,)k(R1- R2 ) 
J(P1,P2) = f，..)(S)νdS .- ~ - 'U R
1
R
2 (5 -30) 
ここで、 S は σ 上の任意の点、 Rl' rs はそれぞれ P 1 ， P2 と S の間の距離、 k は媒質中
での平均波数である。このとき、 P 1 ， P2 における強度 I(P 1 ) ， I(P2) は、
r(s) I(町)= J(P1 ,P1) =ん R12
I(S) 
I(P2) = J(P2 ,P2) = Jστ2" 
1'¥.2 
と示され、 P.. P 間の複素コヒーレンス度は次式のようになる。l' ~ 2 
J(P1,P?) μ(P1 ， P2) = I l' L . -~ゾI(P1 )I(P2) 
1 ,,.i k (R1-R2) 
=ー dS -vI(P1)I(P2) JU , - Rl R2 
(5 -31) 
(5 -32) 
式 (5 -31 , 32) から明らかなように、相互強度 J は部分コヒーレント光の強度と複素振
幅の相関関係を同時に表現するものである。
次にスクリーン A上から任意のスクリーン B 上への投影を考える。B 上の 2 点を Ql'
Q2 とすると、相互強度の伝播は K を透過関数(振幅スプレッド関数)として、
J(Ql ,Q2) = JJ(P1,P2) 
AA 
. K(P1 ,Ql)K * (P2,Q2) dP1dP2 (5 -33) 
で表される [11 ， 12J 。透過関数 K は、 A 上の点 P に位相ゼロの単位光源を置いた場合
の B 上の点 Q における複素振帽を表す。式 (5 ・ 33) が部分コヒーレント光の伝播を表す
式で、光源の相互強度がわかっているときは、透過関数が伝t括性能を左右する。
5-3-2 コヒーレンスゾーンモデル [10 ， 13J 
部分コヒーレント光の伝掃特性を初べるには、式 (5 -33) を解けば良いわけであるが、
透過関数が事前にわからない場合は 8 次元のお分を解く必要があり、複維な光学系に































ー‘ ー-喝 惨ー Multi-coherent-zones as lncoherent Light Source f 





(図 5 -14 参照)。コヒーレンス領域の 1 つの発散成分だけを考えると通常の回折計算
で対応でき、その後、インコヒーレントな重ね合わせを行なうことにより観測面上の
様子を調べることができる。このような考え方で部分コヒーレント光の伝播を評価す




コヒーレンスゾーンモデルによる 1 次元の計算結果について述べる。図 5 -16 にコヒ
ーレント光と部分コヒーレント光の空間フィ jレター透過後の近視野像プロファイルを










場合の回折計算について考える。図 5 ・ 13 にコヒーレンス領域とその伝播の概念図を示
す。大きさ D。の部分コヒーレント光源面を焦点距離 f のレンズで伝播させる。簡単の
ため光源面と投影面が互いにフーリエ変換の関係になるように配置し 1 次元で考える






















であり、光源面の大きさ DO は投影面では dl== 入f ID。の大きさになる。次に、光源面上
の小さな領域 dO の伝掃を考える。上記議論と同校に dO は Dl として変換されるが dO の





















。 Average Intensity 
F.F.=~ 内=
Imax RL. Pe討く Intensityんョ2+ ミ妥)
Lns 






ここで、 R はピーム半径、 I は最大強度を示す。 F.F.が 1 に近いピーム転送を行なう
πlax 
ことによってレーザーシステムの性能を最大限に引き出すことができる。レーザ一光コヒーレンスゾーンモデルの計算手法と光学素子の伝達関数。図 5 -15 
回折効果により F.F. は l より大きく低下する。部分コヒーレントを伝播させた場合、コヒーレンスゾーンモデルは計算のほとんどをフーリエ変換で行うことができる。
前項で示したように回折による強度変調が顕著に現れないため F.F. を低下させ光は、







~ 4噌コヒーレンスゾーンモデルを用いた近視野像の計算結果。図 5 ・ 16
320 mm 部分コヒーレント光は回折による強度変訊が顕著に生じなし 1。
ASE 光の時間分解近視野像。
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時間分解像から F.F. を評価することにした(この場合 F . F. は l 次元プロファイルから
評価することになる)。計測条件は、発散角が 22TDL、スペクトル幅が 2. 1 nm、パル
ス幅が 2.2 ns である。図 5 ・ 17 に得られた近視野像のストリーク写真を示す。 ASE の
エネ jレギーは 978 J であった。 320mm のビーム径を縮小光学系を用いて約 7mm にし
てからストリークカメラのスリットに転送した。時間分解能は約 2 ps である。図 5 ・ 18
は、図 5 -17 の計測結果から評価した F.F. を示している。 1008 J のレーザ一光における
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2 倍高調波変換を考える。非線形パラメトリック相互作用を示す基本式 [lJ から基
本波 (ω) が 2 倍波 (2ω) に変換される過程が説明できる。位相整合を満足する条件
は、各周波数における波数を k として、
~k = k3 -2k1 = k(2ω) -2k(ω) (6 ・ 1)
で示され、異方性結晶中の屈折率差を利用することにより達成できる。高調波変換効
率は、相互作用長を z として基本波の減衰を無視すると、
F = sin2(~kz/2) 
一 (~kz/2)2 (6 ・ 2)
に比例し、高効率変換のためには ~k::: 0 を満たさなければならないo ~k は、基本波の
入射角度、中心波長からのずれに依存する。すなわち、部分コヒーレント光のビーム
発散と広いスペクトル仰は位相不佐合を引き起こす。
6 ・ 2 -1 ビーム発散タj による位相不佐合
117 
非線形結品を用いた場合において位相整合条件を満足させるための基本的な考え方
は、常光線屈折率 n と異常光線屈折率 n の差を利用することである。このとき結品軸o -,.. .., _..---. , -e 
と光線のなす角を 6 とすると Ók は次式で表すことができる。
能なスペクト Jレ幅(く 2 nm) の範囲内であるが、実際には、 KDP 内部の吸収による基
本波の減衰に起因した変換特性の飽和、 KDP の取り付け精度などが変換効率の上昇に
影響を与え、各許容幅は幾分狭くなる。
学=竺rne 20 (8) 一 n。ωl
1. C L ~ 
6 ・ 3 2 倍高調波変換特性の計測
(6 -3) 







条件を満足しなくなる。ピーム発散角の許容値は式 (6 -3) を O で 1 次微分することによ
り容易に得られる [2J 。激光XII号で用いられている非線形結晶は KDP 結晶であり z
=2cm に設定されている。この条件での許容角度幅は、 3.64 mrad (半値全幅: 1.60 
mrad) となる。さらに効率が 10% 低下する条件での許容幅は 0.32 mrad である。
6-3 ・ 1 入力強度依存性
KDP 結晶に入射する ASE 光の強度を変化させて変換効率の測定を行なった。フロン
トエンドでのスペクトル幅を 2.1 nm に設定し、パルス幅は 2.2 ns (FWHM) とした。
6 ・ 2-2 スペクト Jレ広がりによる位相不整合
基本波が中心波長以外のスペクト lレをもっと、群速度分散の影響により結晶伝播中











ih~2/z l/z 、.V~~ 三一一一一一一- _, 
_. al + a2 1/2l Vg1-
1 +Vg2 -1)_ Vg3-1 (6 -4) 
ここに、 a は群速度の逆数、 z は結晶厚さ、 Vg は群速度を示す o KDP 結品の TYPE II に
おける a は常光線において、 a} → ao= 0.5539 ps / cm、~→ ae= ー0.7669 ps / cm である o
z=2cm として式 (6 ・ 4) から結品の帯域開 17 .4 nm (半値全何: 7.6 nm) が得られる。
この計算で中心波長は 1053 nm とした。さらに 10% 低下の条件における帯域幅は1.5
nm となる。
以上から激光XII号において部分コヒーレント光で 80% 以上の 2 倍高調波変換効率を
得るには発散角 320μrad 以下、スペクトル仰1.5nm 以下の条件に制限されることがわ
かる。これらは許容発散j1j 32 TDL (ピーム径 320mm では 126μrad) 、高出力士首相可
ム Laser light 






。 0.2 0.4 0.6 0.8 
Incident intensity [GW/cm2] 
図 6 ・ 1 ASE 光の 2 倍高羽波変換特性(入力強度依存性) 。
高効率変換を達成するには、時間および空間コヒーレ ンスを高くする必要がある 。
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基本波のエネルギーは体積吸収型カロリーメータ一、 2 倍波のエネルギーは SHM
(Second Harmonic Monitor) [ 4 J を用いてそれぞれ計測した。エネルギーの測定精度
は 2% 以下である。変換効率は、それらのエネルギー比として算出する。図 6-1 に計
測結果をレーザ一光の場合(ム)と ASE 光の場合 (0) を比較して示す。横軸は平均
強度でパルス波形はガウス型を仮定した。実線は種々の位相整合角からのずれ角に対
するシミュレーション結果である [5J 。レーザ一光の場合には、位相整合角からのず
れ角 200 --300μrad の間にあり、この実験における KDP の取り付け精度であることが
伺える。入力強度 0.25GW /cm2 で比較すると、レーザ一光 50% に比べて ASE 光 37%
である。また、 ASE 光の変換効率は位相整合角からのずれ角 400 --500μrad の間にあ
ると推定できる。 22 1DL の発散角は KDP 上で約 88μrad となり、基本波中心波長のシ





6 ・ 3-2 スペクト jレ幅依存性
入力スペクト jレ帽の変化は、今までの議論から変換効率に少なからぬ影響を与える。





a fI (入)d入 (6 -5) 
ここで人は中心波長、 η は変換効率、 I は強度を示す。 ASE 光のスペクトル幅は、 0.7 ，
1.0, 1.5, 2.1 nm になるように調整し、入力強度は 0.3 GW / cm2 一定とした。またピー
ム発散角は 22TDL である。図 6 -2 に結果を示す。 2 本の実線は、レーザ一光の場合に




nm では、 45% の変換効率がねられた。以上から、所定の変換効率を得るためにはスペ

















phase mismatching due to spectral width 
phase mismatching due to spectral 
width and beam divergence 
0.5 1.0 1.5 
Spectral width [nm] 
。
2.0 
図 6 ・ 2 ASE 光の 2 倍高調波変換特性(入力スペクトル幅依存性)。
スペクトル幅 1 nm 以下で高効率変換が期待できる。
6 ・ 3 ・ 3 波長角度分散光の 2 倍高調波変換特性
2.5 
ASE フロントエンドのスペクトル分散器で波長角度分散光を発生し、 2 倍高調波変換
特性の計測を行なった。波長分散角は KDP 上で 239μrad/ nm に設定し、フロントエン
ドのドーププリズムで e 軸に沿っで波長分散が生じるようにした。 ASE 光がビーム発
散を持たない場合、原理的にはこの波長角度分散で位相不整合を完全にゼロにするこ
とができる [6 - 8J 。パルス幅は 2.2 ns、スペクトル何は 0.6 nm、ピーム発散角は 22
IDL にそれぞれ設定した。図 6 ・ 3 に得られた入力強度依存性の結果を示す。実線は図
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8eam divergence [TDL] 
図 6-4 波長角度分散 ASE 光の 2 倍高調波変換特性(ビーム発散角依存性)。0.1 0.2 0.3 0.4 
Incident intensity [GW/cm2] 
図 6 ・ 3 波長角度分散 ASE 光の 2 倍高調波変換特性(入力強度依存性)。
波長角度分散の有効性が実験的に確かめられた。
計測において、 0.25 GW / cm2 一定とした。発散角は、フロントエンドで 6， 10, 22 T!)L 




ペクトル帽を変化させたときの変換効率を図 6 ・ 5 に示す。発散角変化の場合と同様に
入力強度 0.25 GW / cm2 一定とし、また、レーザ一光の結来をスペクトル幅 Onm の点
にプロットした。スペクトル仰は、 0.4.0 . 6 nm にフロントエンドで調整した。スペク
トル聞の変化も変換効率に影響しないことが分った。
これらの結果から、発散j1J 22 TDL 以下、スペクトル帆 0.6 nm 以下においてレーザ
一光と同程度の変換効率を述成し得ることが分った。しかし、第 5 草で述べたように
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響が高強度領域で顕著となる。図 6 ・ 6 は高強度領域における変換効率の測定結果であ
る。フロントエンドの条件は、発散角 32IDL、スペクトル幅 0.8 nm であり、波長角度
分散を行なった。実線はシミュレーシヨン結果である。入力強度が 0.6GW /cm2 を越
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表 6 ・ 1 KTP および KDP 結晶の諸特性
Acceptance Wldths are estlmated at fWHM. 
Aandg wuli ar Spectral Teamn pdewraid ture Phase Nonlinear 
bandwidth bandwidth bandwidth matching coefficient 
LA8 LAλ LflT angle d e付
(mrad cm-1) (nmcm-1) (c cm-1) @1.06μm (pm!V) 
KDP 
3.2 15.2 6.0 53.5 0.45 
(type 1) 
KDP 
2.4 31.0 6.0 41.0 4.60 
(type り
KTP 





ーム径が予定されており [9J 、変換効率の改善が期待できる。また、 NRL で提案され
た 2 枚組の KDP を用いた Quadrature 構成で 60% 以上の変換効率の達成が報告されてお
り [3J 、この手法を積極的に取り入れる必然性もある。これらとは全く違う観点から、
位相整合の許容幅が広い KDP 以外の結晶を用いることが提案されている。表 6 ・ 1 に
KTP の角度、スペクトル、温度に対する許容角度を示す。 KTP 結品は、 KDP より約 10
倍広い入射許容角をもっ。また、非線形定数が KDP の 10.4倍の値をもつので [10J 比
較的薄い厚さで高い変換効率を得ることができ、インコヒーレンス性許容帽の増大に
有利に働く。しかし、広いスペクトルに対しての許容幅が幾分狭いので、現実には波
長角度分散を採用しなければならないo KTP を用いた場合の 2 倍高調波変換特性のシ
ミュレーション結果を図 6 ・ 7 に示す。この図は、 KTP の厚さをパラメータにして入力
強度との関係を示している。平均強度 2GW /cm2 では、 3mm の厚さでも 80% 以上の
変換効率達成が見込める。
KTP を用いた 2 倍高訓波変換特性の計iWJ をフロントエンドで行なった。図 6 ・ 8 にそ
の結果を示す。入力 ASE 光のスペクト jレ仰は 2.0 nm、発散f{J は 10 mrad (全角)で波
長角度分散は行なっていない o KTP の厚さは 3.1 mm である。 災級は、スペクトル広が
りのみを考慮した場合の極々の位+11 不佐合iJ: 6k について計算した結果である。スペク
125 
20 
し: thickness of KTP c吋stal トル幅 2.0 nm はð.k= 9 cm・ 1 に相当する。実験結果は、 9cm・1 のラインにほぼ一致して
おり発散角の大きさ (10 mrad) が変換効率の低下に寄与しないことがわかった。しか
しながら、 9 cm- 1 の位相不整合量は高強度領域で変換効率が 50% 程度に制限されるこ
とになる。大きなピーム発散角は KTP の場合全然問題とならないので、波長角度分散
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高出力増幅した部分コヒーレント光を波長変換結晶 KDP に入射し、 2 倍高調波変換
効率の計測を行った。高効率波長変換を達成するには、部分コヒーレント光のスペク
トル幅とピーム発散角に制限を与えなければならず、波長角度分散においてスペクト




ある。非線形結晶 KTP は KDP 結品に比べて許容角度幅が大きく部分コヒーレント光
の高効率変換に見通しを与えることがわかった。
Incident intensity [GW/cm2] 














Incident intensity [MW/cm2] 
図 6 ・ 8 KTP による ASE 光の 2 倍高調波変換。
ビーム発散角の大きさ (10 mrad) は変換効率の低下に寄与しなし '0
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制=fi (7 -2) 









ス整形器を通過した ASE 光を焦点距離 50cm のレンズで Sl ストリークカメラのスリッ
ト上に集光する。 l セルの大きさが 100μm の RPP を集光レンズ前に挿入し、集光条件
は激光XII号におけるターゲット径 500μm に対する d/R =・5 の位置と等価な状態にし
た。 RPP 上の ASE 光ビーム径は約 16mm である。従って、集光スポットは約 10mm
の広がりをもっ。計測の時間分解能は約 2 ps、空間分解能はカソード上の分解能 201p/
mm がガウス型の M.T.F. (Modulation Transfer Function) で伝達すると仮定して計算で
求めた。この結果は式 (7 ・ 1) の NS に換算すると NS :::: 2.8 となる。したがってこの計
測で得られる集光パターンは見かけ上 NS :::: 2.8 まで均一化されていることになる。
図 7 -1 (a) に測定結果から評価された標準偏差 (σ: 平均値で規格化)を平均化時間
(観測時間)の関数として示す。この図はスペクトル整形器でスペクトル幅を 0.4， 0.8, 
1.2, 2.0 nm に各々設定した場合を比較して示している。ビーム発散角はそれぞれ 32
beam divergence : 32 TDL 
1.0 
c o 一一-0一品= 0.4 nm 
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図 7 ・ 1 (a) ASE 光強度分布の標準偏差と観測時間の関係。スペクトル幅可変のとき。
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図 7 ・ 1 (b) ASE 光強度分布の標準偏差と観測時間の関係。ビーム発散角可変のとき。
τDL 一定とした。パターン形状の絶対値より σ を求めると、 σ の最小値は RPP で作ら





これらの処理を行なうことにより理論と の対比が可能となる。 実線は式 (7 -1) で実験
データをブイツティングした結果 (スペクト Jレ幅 0.4 nm の場合のみ)を示す。 このフ
イツテイングでは式 (7 -2) の漸近レベルは考慮していない。 (a) 図から、 20 ps 以下の観
測時間ではスペクトル何が広いほ ど(コヒ一レンス H
低下するが、 80 ps 以上ではほぼ同ーの他に到達するのがわかる。
スペックルの時間的な平滑化は、発生するスペックルパターン複素振帽の相関関係
がコヒーレンス 11寺 IIIJ ごとに消滅することに起因する。 実験走行*は、観測:J1I寺問が短いと
きはスペクト jレ阿の述いがill1~:に現れるが、制打1IJll \fll\] が比 11史的反くなると、 RPP 上の
残留空間コヒーレンスで決まる仙に漸近し始め、さほど大きな変化が見られなくなる。





























において NS= 3 .44 となった。この値は計測空間分解能で決まる値より大きく、
発散が時間的平滑化特性に寄与することを実験的に証明した。
次にピーム発散のみを変化させた場合を図 7 -1 (b) に示す。ピーム発散角は、
れ 8 ， 16 ， 32 TDL でスペクトル幅は 0.4 nm に固定した。ピーム発散が大きくなるにつれ
て短い観測時間でも比較的低い σ 値をもつことが図から見てとれる。 NS の値は 8 ， 16, 
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なった。 RPP を用い集光条件、計測器等は前項の実験と同条件である。図 7-2 に得ら
れたストリーク写真を示す。スペクトル幅はスペクトル分散器で 0.4 nm に設定し、ピ
ーム発散角は 32TDL である。波長分散方向はス トリークカメラのスリット方向に対し
て何度になるようにした。図中の強度分布は観測時間 (tJ に対する依存性を示してav 
7-2-2 
ビーム発散角の増加が速い平滑化特性に寄与することがわかる 。
一ーゼr- Non angular dispersion 













tav: averaging time 
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図 7 ・ 3 はピーム発散角を変化させたときに得られたデータの標準偏差と観測時間の関
係を示す。この実験において、スペクトル幅と波長分散角は固定した。図中の実線は、





100 ps の観測時間における強度分布の標準偏差は、 32 TDL, 0.4 nm の条件で式 (7 ・ 1)
より 8.4%となる。但し、 NS は空間分解能を考慮して NS = (14.52 -2.82)1/2 とした。こ
の値が意味をもつには、インプリントで発生する流体力学不安定性の成長率飽和、
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以上の観点から、 ASE 光の n寺 nu分解スペクト jレを分光器とストリークカメラを用い
て計測した。図 7 -5 に計測配置図を示す。 ASE 発生器からの光は、計測器の感度に比
べて非常に弱いので 3 台の地中日誌を付加し観測可能な領域まで増幅した。積算小信号
利得は 3.3 x 107 である。 増阿保相互川の寄生発振を防ぐため、開口時間を 10 ns に設
定した 3 台のポッケ jレスセ jレが導入されている。 上自問された ASE 光を分光器に入射し、
そのスペクト jレ紡像点のf象を対物レンズでがJ 5 化に拡大してストリークカメラのスリ




示している。図 7 -8 に 4 本のスペクトル線サンプJレにおける時間波形を示す。図の時
間原点はすべて等しいので、スペクトルの発光が時間的に無秩序に発生することを示
唆する。また、波形の時間幅が各々違うので発光時間の分布をもつことも推測できる。
発光時間分布を図 7-9 に示す。発光時間は、個々の線スペクトルに対する図 7-8 のよ
うな時間波形から、発光がガウス型で継続すると仮定して波形分離を行ない [2J 、そ
の半値全幅で定義した。発光時間は入力光子密度で大きな違いが見られる。時間分布
平均値は、光子密度 150photon / ps' n の場合で 94.0 ps 、 9photon / ps . n の場合で 74.7






は 3 台の増幅器で 3.3 x 107 の非常に大きな利得の寄与を受けるので寄生発振が生じて
いた可能性がある。そこで、増幅器内に設置された 3 台のポツケルスセルの消光比を
調査したところ、それぞれ 1/358 ， 1/521 ， 1/545 であった。 3 台分の積算消光比は 9.84



























































































疑いがもたれる。スペクトル線同志の間隔は図 7 -7 から約 0.2 nm (.0 v = 1.8 cm-1 ) で

















掲損失から評価し、それぞれ 150 および 9 photon / ps . n の条件にした。図 7-6 に得ら
れたストリーク写真を示す。 ASE のスペクトル構造は、細かい線スペクト jレから構成
されることがわかる。紋スペクト Jレの仰は約 0. 15nm(分光分解能)、スペクトル線間
隔は約 0.20 nm である。
図 7 ・ 7 に観測時 11日を変化させたときの ASE スペクトル分布を示す。この図は光子密
度 150 photon / ps' n の場合のみを示している。観測時lIUが 80 ps 程度までは紋スペクト




























鳴している原子の応答と独立であるがゆえ に生じる 。 従って、透過スペクトルの構造
は不均一広がり増幅媒質中の均一広がり幅に依存する。





































Sabs (V) =αZabs (V -Vi) + (1 -α) Vabs (V -V i ) 
Sem (v) =αZem(Vi -v)+(l ー α)Vem(Vi -v) 
80 120 160 200 240 280 
time [ps] 
40 。80 120 160 200 240 280 
time [ps] 
40 。
(7 -3) 4 つのサンプルにおける線スペクトルの時間波形。図 7 ・ 8
ここで、 Z はゼロフォノン線スペクトル強度、 V はフォノンサイドバンドのスペクトル
強度、 Vi は i サイトにおけるゼロフォノン線の中心周波数を示す。 α は温度によって O
--1 の値をとり、低温であるほど大きな値となる。すなわち、イ氏温下ではゼロフォノ
ン線スペクト jレ強度が支配的となる。ゼロフォノン線の均一広がり幅は非常に狭く、
低温下ではく 1 cm-1 である。フォノンサイドバンドは逆に、広い幾つかの均一広がり
帽をもっ構造からなり，全体として >200 cm- 1 程度の広がりを有する [7 ， 8J 。
燐酸レーザーガラスの均一広がり幅 (ðVH) は Nikitin [9J 、 Brawer [10J らによっ
て以前に報告されている。それによると ðVH は温度の増加とともに広くなり、室温で
は約 25 cm・ 1 の値をもっ。計測データにおいて、 10 ps の観測時間における線スペクト
ル構造の幅は1.4 cm- 1 である。この値は分光分解能であるにも関わらず既刊文献の値
と 1 ケタ以上の差が生じている。 1.4 cm- 1 以下の広がりがもたらされる物理要因はゼロ
フォノン線による影響しか考えらないことから、フォノンサイドバンドの寄与はこの
観測時間領域では生じていないことが推測できる。均一広がり帽の計測方法は、通常
FLN 法(F1uoresence Line Narrowing) [11J や前述のホールパーニングが用いられるが
観測時間領域は数百 μs オーダーであり、ストリークカメラを用いたこの計調IJ と条件が
著しく異なる。 ASE の高利得土l河川で初めて観測された 11寺fI'd分解スペクトル梢造は、
ーザーガラスにおける原子とフォノンの相互れず日に新しい知凡を与えた。
次に、総スペクトルの有限発光11 ,): II\J について簡単に考祭する。発光11寺1l\J寿命をもっ
ということは、 iBz.の不Mñ定性からそれ相当のスペクトル広がりを有することとなる。
個々の線スペクトルが時間的にランダムな振動を有することが示唆される。
150 photon / ps • n t av= 94.0 ps (σ= 38.7 ps) 
9 photon I ps ・ n tav= 74.7 ps (σ= 39.5 ps) 
レ
200 
~ 150 photon I ps • n 
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意味する。 150photon / ps' n の場合の発光平均時間は 94.0 ps、 9 photon / ps . n の場合は
























一一一一 Observing time : 10 ps 
Observing time : 2000 ps 
ここに、 E。は電場の強さ、 X"，は電気双極子モーメント、 g は規格化されたゼロフオノ
Ut 
ン線のスペクトル特性関数である。この式は単位時間当りに生じる誘導遷移の確率を














である。 3 -5 -1 項で時間コヒーレンス度はスペクトル分布のフーリエ変換で求められ
ることを示した。実験的に得られたスペクトル分布から、 ASE 光の時間コヒーレンス
を求める。図 7 -10 に観測時間 10 ps と 2000 ps のスペクトル分布から求めた時間コヒ
ーレンス度を示す。観測時間が短いときは、一端ゼロ近くまで相関が落ちるが再び多
少上昇する傾向がある。これは、離散的なスペクト jレ併造が起因していると考えられ
るが、振動椛造が 0.1 以上になることは無い。また、 2 つのコヒーレンス度を比較する
と最初のゼロ点の位置はほとんど変わらない。この振動椛逃がスペックル平滑化に極
端な悪影響をおよばすことはない忠われるが、式 (7 -1) の NS の他が1~11Jnすることに対
して制限を与えることが 7 ・ 2 ・ 2 B1の議論から示唆される。
4 8 12 16 20 
Time [ps] 
図 7 ・ 10 ASE 光のスペクトル分布から求めた時間コヒーレンス度。
観測時間が短いときはコヒーレンス関数が振動する。
7-2 ・ 4 光ファイパーによる部分コヒーレント光の時間的特性
光ファイパーを用いて発生させた部分コヒーレント光の時間的特性について ASE と
同様に調査した。図 7 -11 に多モード光ファイパーの長さを 100 m、コア径 1∞ μm と
したときの空間時間分解像とその時間積分強度分布を示す。この計測においては、 RPP
を使用していない。スペクトル幅は、 0.76 ， 2.54 nm、ピーム発散角は両者ともに 32




て残っているものと解釈できる。 一方、企入= 2.54 nm の場合はコヒーレンス時間が短
くなるためにストリーク像、時 II\l fJI分強度分布も一様である。図 7 -12 は、図 7 -11 か
ら評価した空間弧度分布の標準偏差と観出IJ I!寺f1D の関係を示す。式 (7 ・ 1) で評価した NS
はそれぞれ 3.5 ， 8 となり空間分解能より大きい値が符られ、スペクトル仰の変化でも
NS の増大を見込めることが切らかとなった。スペクト jレの変化が NS の他に影響を与
える可能性としては、多モードファイパーイ云掃中のモード IIU結合がある。ファイパー
140 141 
Fiber-smoothed PCL, L=100m, NA=O.2 




























図 7 ・ 12














































ン状のパルスを多モード光ファイパーに入射する(図 4 ・ 28 参照)。図 7 -13 にパルス
分割問隔を 50 ps に設定したときの標準偏差と観測時間の関係を示す。この実験では重
ね合わせるパルスの数をパラメータにしている。スペクトル仰は 0.4 nm、多モードフ


























Cooled CCD cllmera 
図 7 ・ 14 激光河l号の集光パターン計測配置。















一一0ー ωニ1.3J ， Ns =4.4 (ilﾀ=0.15nm) 
ーベ〉ー ω=32.8J ， Ns=11.0 (il入=0.15nm)
一一合一一 ω=232J ， 怜 =11.8 (仏=0.20nm)
一一。- w=570J，怜 =13.1 (仏=O.26nm)
---Dー ω=938J，ぬ =13.1 (ﾔﾀ=O.26nm) 
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100 
図 7 ・ 15 2 倍高調波変換後の波長角度分散 ASE 光の時間的平滑化特性。
波長変換過程の非線形性により平滑化特性が入力強度の遣いで変化する。
ASE 光の空間時間分解像を入射光の強度を変化させて計測した。計測配置を図 7 ・ 14
に示す。増幅された ASE 光は、激光XII号最終出力部で口径 SOOmm のミラーで取り出
され、 E①P 結晶で波長変換した後 RPP を通過し、焦点距離 18.6 m のレンズで集光さ
れる。空間時間分解像は、ピームスプリッタからの反射光を S ・ 20 ストリークカメラ
に入射して計測した(図中では、 other meぉurement と示している)。フロントエンドの
条件は、波長角度分散を行ないスペクト Jレ幅 0.6 nm、ピーム発散角 32TDL 、パルス幅
1.2 ns である。集光条件は激光XII号の集光レンズに換算してターゲツト 5∞ μm に対し
て d/ R =-S の位置とした。スリットの空間方向は、波長分散方向に対して何度に設定
されている。ストリークカメラの時間分解能は約 2 ps である。図 7 ・ lS に各入射エネ
ルギーごとに得られたストリーク像から評価した標準偏差と観測時間の関係を示す。




との関係を図 7 ・ 16 に示す。この図から両者とも o.S GW / cm2 を餓える辺りから特性
が飽和することがわかる。 NS は低強度下においても比較的大きなも立が得られており、
145 
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図 7 ・ 17(a) 
Incident intensity [GW/cm2] 
スペクトル幅および N の入力強度依存性。S 
非線形性の影響を避けるためには、高速立ち上がりパルスが必要である。また、 NS は非線形性の影響を
大きくは受けていない。このことは ASE 光の空間周波数が比較的ー棋に分布していることを示唆する。
図 7 ・ 16
散器を、波長角度分散しない場合はスペクトル整形器をフロントエンドにそれぞれ導
入した。スペクトル整形用のピンホールは同じ物を使用し、フロントエンドで 0.6 nm 
になるように設定した。ピーム発散角は 22TDL、パルス何は 2.2 ns である。パターン
の測定位置はターゲツト径 500μm に対して d/ R =-5 である。図 7 -17 (a) に得られた







ASE 光の空間周波数がほぼ一様に分布することを示唆する。スペクトル幅と NS の値を
大きくとりパルス前半で効果的なスペックル平滑化を行なうには、パルスの立ち上が
り時間を速くする必要がある。このことは、爆給過程における Rayleigh -Taylor 不安定
性の成長を抑制する観点からも重要である。








波長角度分散を行う場合と、そうでない場合の集光パターンを 1024 x 1024 ピクセル、
12 ピットの冷却 CCD カメラを JfJいて計 iWJ した。wz.長角度分散する場合はスペクト lレ分
7 -3 -1 
147 146 
6TDL 
ASE Angular dispersion of ASE 
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図 7 ・ 17 (b) 集光パターン強度の確率密度分布。
波長角度分散を行った場合は平均強度の周りに集まった鋭い確率密度分布となる。
測した。フロントエンドでは波長角度分散を行ない、スペクトル帽は 0.6 nm、パルス




顕著な例である(式 (3 ・ 52， 53) 参照)。波長分散方向は、スペックルの移動が関口制
限内で生じるため均一化されるが、移動の生じない垂直方向は RPP 上の残留空間コヒ
ーレンスに依存した低次モード構造が残る。ピーム発散角を 22TDL まで増加すると強
度変調は平滑化され、写真上では観測できない。図 7 -18 (b) は (a) の計測パターンを用
いて評価した強度の確率密度分布を示す。同計測配置で得られたレーザ一光と RPP の






る。標準偏差は、 6 ， 10, 22 TDL でそれぞれ 5.6 ， 4.5 , 3 . 3% となる。式 (3 -52 --55) より、
22TDL の標準偏差は 2.3% が述成できると予 rJ!1J される。実験結果と理論のずれは主に 7
-2-5 項に記述した波長変換過程の非紋形性が起因したと考えられる。また、式 (3 ・ 55)
(a) 
Laser + RPP 
Theoretical curve 
6TDL 






σ= 4.6 0/0 
22TDL 
σ= 3.3 0/0 
! 
o 1 2 I 0 2 
Normalized intensity I Normalized intensity 
、、‘，，，? ?--‘、
図 7 ・ 18 空間コヒーレンスを変化させたときの集光パタ ー ン (a) と確率密度分布 (b) 。
148 149 
で不均一性は、ピーム発散角増加比の平方根に反比例して減少することが示された。 6






ル球面調和関数でモード展開する (3 -2 節参照)。
図 7 -19 に図 7 ・ 18 (a) で示したパターンの球面モード展開図を示す。モードエネル






低次モード発生がある。また、球面モード展開では対称 N ビームシステムの場合 fm=




ピーム発散角の違いで不均一性の差が生じているのはモード数 10 - 60 の問(以下、
中間モード)であり、モード構造とコヒーレンス領域が関係をもつことを示唆する。
焦点面での球面モード数 t は、集光レンズの焦点距離を f、レンズに入射するピームの
2 点間距離を D 、ターゲット半径を R として近似的に次式で与えられる。
d 







ーレントと見なせる。ピーム発散角 α 1DL によりインコヒーレントになるモード数は、
? ?
A入= 0.6 nm 
L >____2 πF > c ~ f 
2.44-=一入






。 30 60 90 120 150 180 
と表すことができる。ここで、 d~= (A~ x 4 I π)1β=D.../α(D は激光XII号の最終ピーc ,- -c w. w 
ム径)である。ビーム数とその幾何配置を考えない場合、上式で決まるモード数以上
の構造は完全に平滑化されることになる。 R = 250μm、 f = 1008 mm (激光XII号の主集
光レンズの焦点距離)とすると 6， 10 ， 22 TDL でそれぞれ 1._> 65 , 39 , 18 となる (!.c をc 
図 7 -19 中に示した)。さらに、スペクトル幅を 0.4 nm に変化させたときの集光パタ
ーン球面モード展開図を図 7 -20 に示す。スペクトル問の縮小はコヒーレンス時間が長




ことにより波長角度分放による火、光パターンの ~II\J シフト抗(スペック lレ移動量)が
異なったことが原因と考えられる。今、災験における波長分散角度は、 239μrad Inm で
あるので f= 1008 mm から空!日j シフト Ji: として 239μ m/nm が求められる。式 (7 -6) と








lc= 39 lc= 65 
0.01 
Mode number 
図 7 ・ 19 集光パターンの球面モード展開図(図 7 ・ 18 のパターンを用いて計算)。
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7 ・ 3 ・ 4 照射均一性の集光条件依存性
3 -3 -3 項で述べたように、球面上の強度分布は集光条件によって左右される。その
主要因は、集光強度包絡線が変化することである。
波長角度分散 ASE 光の集光パターンを集光点およびインフォーカス方向に 500 ，
1000, 1500, 1750μm と観測位置を変化させて計測した。フロントエンドは、 32τDL、
企入=0.8 nm でシステムの許容限界である。また、パルス帽は1.2 ns とした。低強度お
よび高強度照射におけるそれぞれのパターンから評価した球面モード分布の分散(照
射不均一性 :σ )を図 7 ・ 21 に示す。集光点におけるパターンを用いて計算した結果
rπlS 
は、 σrms 値が非常に大きい。この理由は、 RPP 位相誤差の影響と包絡線形状の変化が
原因と考えられる。 32TDL 相当の大きさのゼロ位相集光パターン(スポット径: 130 
μm 程度)が RPP で作られる集光パターン(約 500μm) に重なり合うために、低次モ
ードの不均一性が大きくなる。 1現行[IJ位世をインフォーカス方向に変化させたときの




波長変換過程の ~I:紋形性による Il.jllIJ およびを 11"1コヒーレンスの上11.が 1 ビームの集光
パターンを怒化させたことと治j立包絡およ形状を変化させたことがお(囚として考えられ
153 
る。 σrms 最小値はインフォーカス量 1500μm で得られた 3.8% である。このインフォ
ーカス量は、ターゲット径 500μm に対して d/ R = -5 に相当し、シミュレーション結
果により最適な包絡線形状となる位置である [13J 0 RPP の位相誤差と残留コヒーレ
ンスの影響が σ の値においてシミュレーション結果 (σ = 0.9%) と一致しない要ーロns -，~. -- , - -, , -rπlS 















A 32TD L,O.8n m ，Oμm 
A 32TD L,0.8n m ，500μm 
. Low power • 32TD L,0.8n m, 1000μm 
。 32TD L,0.8n m, 1500μm 
ー一一一 Hlgh power E 32TDL ， 0.8nm ， 1750μm 
に激光XII号最終段で計測した。フロントエンドの条件は両光源ともに、スペクトル幅
0.8 nm、ビーム発散角 32TDL、パルス帽 1.2 ns で波長角度分散を行った。集光パター
ンの計測位置はターゲツト 500μm に対して d/R =ろである。光ファイパ一光源は、
単一モード光ファイパーで周波数チャープパルスを発生させ、約 15 ps に圧縮後、分岐
器を用いて 32 パルスに分割し、それぞれ 100 ps の時間差をつけてから合成したパルス
を多モード光ファイパーに入射させたものを使用した。図 7 -22 に得られた集光パター
ンから評価した強度の確率密度分布を示す。 ASE 光の確率密度分布が平均値の周りに
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Fiber high power 図 7 ・ 21 照射不均一性の集光条件依存性
不均一性が最小になるのはインフォーカス量 1500μm のときである。
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ト光と RPP を用いた場合、部分コヒーレント光に波長角度分散を併用し RPP を用いた









ASE with RPP :σrms =3.8% 
(angular dispersion of spectrum) 
30 150 120 90 60 。
0.01 
(b) は、レーザ一光と RPP を用いた場合を示す。特有の干渉スペックル構造をもつが、
強度分布の包絡線自体は比較的均一でレーザー使用時のような回折リング構造は完全
に消滅している。
(c) は ASE を用いて波長角度分散をしない場合のパターンを示し、 フロントエンドは
Spherical mode number 
部分コヒーレント光の波長角度分散は高次モードの不均一性を大幅に減少させる。
22 TDL, ð.入= 0.6 nm である。 (b) 図の干渉スペックル構造が空間インコヒーレンス性に
より平滑化されている。しかし、 RPP 上の残留コヒーレンスによる低次の強度変調が
発生していることが l 次元強度分布からわかる。
一方、 (d) 図は、 ASE で波長角度分散を行なった時の集光パターン (32 TDL, ð.入= 0.8 
nm システム許容限界)を示し、 (c) 図で発生していた強度変調がほぼ完全に平滑化さ
れていることが明らかである。
図 7 ・ 24 に図 7 ・ 23 のパターンを用いて計算した球面モード展開図を示す。レーザ一
光は、モード数 60 以下の不均一性が非常に大きい。これは、主に回折と増何器の利得
不均一分布による強度変調の発生が寄与したと考えられる。 RPP を用いた場合は 60 以
下の不均一性は減少するが、逆に 60 以上の不均一性がレーザ一光に比べ増加する。こ
れは RPP の本質的な特性で、ピーム分削による低次モードの減少とスペック Jレ椛迭の
発生による高次モードの増加を示している。
波長分散しない ASE 光の以i合は、レーザ一光と RPP に比べて大仰な不均一性減少が
見られるが、 10 -. 60 程度の'空 IIU コヒーレンスに起凶した'1 1 11\1モード不均一性が下がり
集光パターンの球菌モード展開図図 7 ・ 24
(d) 
Laser I ASE 





















の高次モード不均一性はレーザ一光と RPP 使用時に比べて約 1/40 まで減少している。
σnns は、レーザ一光、レーザー先と RPP、 ASE 光、波長角度分散 ASE 光の場合でそれ
ぞれ 36.2 ， 19.7 , 7.3 , 3.8% である。低次モードの不均一性が σnns の減少を制限している
が、川市i低 Spectrum 達成を仮定して実験的に評価される理想的な σnns について検討す
る。波長角度分散光の高次モードの不均一性は約 0.05% である。球面上の最大モード
数は、式 (7 ・ 5) で激光XII号の最終ピーム径 (320 mm) を代入することで lmax= 389 が
得られる。従って、理想的な σ は (0.052x 389) 1β := 1 %となる。この値は 32 1DL で
ロns
決まる照射不均一性改善の限界値(-- 3%) より低く波長角度分散が効果的に働いてい
ることが明らかであるが、逆に 1% 以下の不均一性を達成するには、 2 次元の波長角度
分散技術の導入が必要であることも示している[14J 。式 (3 ・ 52) において、 2 次元の
波長角度分散では縮小されたコヒーレンス領域が Ad zdcJ で与えられる。ビーム発散
角を激光XII号の許容限界である α=α入= 32 とすることにより、式 (3 ・ 52 --55) から 2
次元波長角度分散で改善可能な不均一性 σ(∞)= 0.6% が導かれる。 2 次元の波長角度分
散技術は、互いに独立な異なる波長の部分コヒーレント光を光ファイパーで伝送し、
レンズアレーを用いて再結合させることにより達成可能である[15J 。
7 ・ 4 まとめ
空間時間分解像からコヒーレンス時間ごとに重なる独立なスペックルパターン (NS )
を評価した。波長分散されたスペクトル幅が 0.4 nm のとき、ビーム発散角 8， 16, 32 







ることが可能で σ = 3.8% までの改普が図れることを示した。球面モード分布をnns 
White Spectrum と仮定して、実験的に評価される理想的な σrms の他を検討し、現在の
部分コヒーレント光源で 1% の照射不均一性が述成可能であることを明らかにした。ま
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第 2 章 レーザ一波面の動的制御
( 1 )レーザーエネルギーから爆給プラズマへの結合効率向上のためにレーザ一波面
の動的制御を提案した。




する MgO :LiNb03 が有望であることを示した。











第 4 章 部分コヒ ー レント光の発生





第 5 章 部分コヒーレント光の増幅伝播









第 6 章 部分コヒーレント光の高調波変換
( 1 )部分コヒーレント光でレーザ一光と同程度の 2 倍高調波変換効率を達成するに
は、波長角度分散を用い、スペクトル幅 0. 6 nm 以下、ピーム発散角が 22 倍の回
折限界 (22 1DL) 以下の条件を満たすことが必要であることを示した。
( 2 )ピーム自己集束効果は位相不整合を引き起こし、高調波変換効率を大きく低下
させることがわかった。
( 3 )非線形結晶 KTP は大きな非線形定数と許容発散角を有し、インコヒーレンス性
を保持した状態での高効率波長変換に見通しを与えることを示した。
第 7 章 部分コヒーレント光の集光照射特性










( 4 )球面モード分布を whi肥 Specu-um と仮定して、実験的に評価される理想的な照射
不均一性の値を検討し、現在の部分コヒーレント光源で 1% の照射不均一性が達
成可能であることを示した。
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